
［巻頭言］

住宅分野における日緬関係

橋本公博
一般財団法人日本建築センター理事長

ミャンマーが揺れている。
住宅分野における日緬関係は2013年⚒月のチョウ・ルイン建設大臣の訪日
に始まる。日本側の提案により、⚘月にネピドーにおいて第⚑回日緬建築住
宅会議が開催された。その後の建設次官級会合での議論などを経て、2015年
⚕月には和泉洋人内閣総理大臣補佐官がテイン・セイン大統領および建設大
臣に総合的な住宅都市政策の支援を表明するに至る。そして、同年11月に
JICAの住宅分野の専門家が現在の建設省都市住宅開発局に派遣される。
民間においても、2013年10月にヤンゴンにおいて、住宅都市開発に関する
セミナーを開催、日緬合わせて150名が参加した。この流れを受け2014年⚒
月には「日本・ミャンマー建築住宅産業協議会」（会長：矢野龍住友林業会
長）が設立され、上記の和泉補佐官訪緬時には⚙社の会長社長クラスが同行
した。
そして2015年11月に総選挙で民政への移管が実現した。住宅分野の協力関
係は続き、都市再生機構および住宅金融支援機構への研修生の受け入れ、住
宅金融への円借款の供与、民間によるアフォーダブル住宅のパイロットプロ
ジェクトなどが実施され、官民ともに毎年、交流の機会を持っていた。
私は以上のすべてに携わってきたが、本年⚒月⚑日のクーデタ勃発後、さ
まざまな交流を通じて親しくなったミャンマーの人々が、軍政側と反軍政側
に分裂して衝突するさまを見聞きするにつけ、心が締め付けられるようだ。
バガンの寺院に安置された仏像のように、穏やかな微笑みをミャンマーの
人々が取り戻すことを強く望む。
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ウォーカブルな都市空間の形成

浅見泰司

はじめに

近年、ウォーカブルな都市空間の形成が、都

市政策上、重要な事項としてクローズアップさ

れ、法律にも反映している。すなわち、2020年
⚖月に成立した都市再生特別措置法等の一部を
改正する法律により、居心地が良く歩きたくな

るまちなか創出による魅力的なまちづくりの制

度が整備されたのである。この制度では、市町

村が都市再生整備計画に居心地が良く歩きたく

なるまちなかづくりを進める区域を設定し、区

域内で行なわれる官民一体で交流・滞在空間を

形成する取組みを法律・予算・税制等のパッケ

ージで支援することになっている。特に、中心

市街地を歩きやすく魅力ある空間に改変するこ

とで、中心市街地の活性化、地方税収の増加、

交通弱者にやさしい町の形成、公共交通の利用

促進に資することとなる。

また、21世紀における国民健康づくり運動
「健康日本21」（厚生労働省 web）では、身体
活動・運動の分野において、日常生活における

歩数の増加を目指し、⚑日当たり男性9200歩、
女性8300歩を目標値としている。市民の歩行を
促進することによって、健康寿命の増大を見込

むことができ、高齢社会における医療費・社会

福祉費の節減にも資すると考えられているため

である。

それでは、人々に無理なく歩行を促すにはど

のような環境を整えれば良いのだろうか。この

問題は、特に肥満が社会問題となったアメリカ

で大きく取り上げられ、次第に世界各国で課題

視されるとともに、取り組みが進められている

（Kopelman 2000; Hill et al. 2003）。なかでもわ
かりやすいのは、歩行を促す市街地環境をはか

るための尺度である NEWS（Neighborhood
Environment Walkability Scale）、およびその
簡易版である NEWS-A（NEWS abbreviated
version）である（Saelen, et al. 2003; Cerin, et
al. 2006）。NEWS では基本的には歩行を促す
と考えられる要因について数多く調査し、

NEWS-Aではそれを因子分析することで、重
要と思われる因子を見出している。

NEWS-Aにおける重要な因子として、土地
利用混合、街路接続性、歩行のためのインフラ

と安全性、審美性、交通事故の危険性回避、犯

罪回避の⚖つが挙げられている。土地利用混合
とは、近く（歩行圏内）に日常的な買い物や駅

などさまざまな施設があることを表す。街路接

続性とは、交差点間の距離が短く、歩行者専用

道が整備されていることを表す。歩行のための

インフラと安全性とは、歩道が整備され車道と

は緑地などで分離されていることを表す。審美

性とは、沿道の緑が豊かできれいなタウンスケ

ープがあることを表す。交通事故の危険性回避

とは、車両交通量が少ないか、速度制限が厳し

いことなどを表す。犯罪回避とは、犯罪率が低

いことを表す。NEWS はヨーロッパなどアメ
リカ以外でも適用されて、その妥当性が確かめ
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られている。

Kondo, et al.（2009）は NEWS-A の枠組み
を適用して、日本における歩数の違いの有無を

分析した。人口密度、土地利用混合度、街路接

続性が高い地域とそれらが低い地域とを比較し

たにもかかわらず、歩数に有意な違いが見られ

なかった。市街地における環境の違いが欧米ほ

どにはないことに原因がある可能性がある。同

じグループのその後の分析（Lee et al. 2011）
では住宅地の近くに非住宅地施設が多く、土地

利用混合が高いことが歩行を促すことを示して

いる。ただ、これらの分析はデータ数が少ない

という問題があり、そのために統計的な差異が

出にくかった可能性もある。そこで、本稿では、

多くのデータが得られた横浜市におけるウォー

キングポイント事業のデータ分析概要を紹介す

る。

1 よこはまウォーキングポイント
事業

よこはまウォーキングポイント事業は

2014年より横浜市が進めている「よこは
ま健康スタイル」の三つの事業のうちの

一つで、18歳以上の横浜市在住・在勤・
在学の方にウォーキングを通じて楽しみ

ながら健康づくりをしていただく事業で

ある（横浜市 web）。歩数に応じてポイ
ントが付与され、ポイントに応じて抽選

で商品券等が当たる。参加者には歩数計

が無料で配られ、協力店舗等に設置され

るリーダーに歩数計をのせると歩数が転

送される。事業の性格から、この事業に

参加する者は歩行に関して積極的である

人が多い傾向はあるものと予想される。

2 歩数の年間変動

Hino, et al.（2017）の分析内容を紹介
する。前節で述べた事業のデータを用い

て分析を行なった。40歳以上の参加者の

うち、2015年⚔月から2016年⚓月まで毎月20日
以上の測定が得られた⚒万4625人のデータを対
象とした。

毎月の歩行量の中央値を男女および65歳以上
かどうかで⚔グループに分けて求めた1)。これ

と、横浜市における月間の平均気温および不快

指数（temperature-humidity index）2)との関係
を示したものが図⚑および図⚒である。
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図⚑ 月間平均気温と歩数中央値

図⚒ 月間平均不快指数と歩数中央値
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図⚑からは20℃弱のちょうど良い気温の時に
最も歩く傾向が高いことがわかる。また、20℃
以上の部分のほうがそれ以下の部分よりも近似

直線の勾配が急であるために、寒くなるよりも

暑くなるほうが、気温が上昇するごとに歩きた

くなくなることがわかる。不快指数でも同様な

傾向が見られ、寒さよりも高温多湿になると歩

きたくなくなってしまうことがわかる3)。既存

研究では、特定の時期に調べた歩数を用いて分

析をしていたが、Hino, et al.（2017）の研究で
は通年のデータを用いているので、例えば、⚘
月の歩数データは⚕月の歩数データと比較する
には1000歩程度は増やして補正しなければなら
ないなどといったこともわかる。

3 大流行したARゲームと歩数の関係

2016年に『ポケモン GO』という場所に依存
する拡張現実（AR）ゲームがリリースされ、
大流行した。リリース直後に公園などに携帯電

話片手に人々が集まり、ポケモン収集をしてい

た光景を覚えている方もおられるだろう。この

ゲームはポケストップやジムなどに行くことで

新たなポケモンを捕まえられることから、ゲー

ムのために外を出歩く人も多かった。では、こ

のゲームによって、人々の歩数はどれだけ増え

たのであろうか。Hino, et al.（2019）はこの点
を⚑節で述べたデータをもとに分析している。

よこはまウォーキングポイント事業の参加者

のうち⚘割以上測定値が得られた者の中からラ
ンダムに選び、横浜市がアンケート調査を行な

った。その回答者の中で分析データとして情報

が完備している参加者のうち、46名がゲームを
行なっていたプレーヤであった。それ以外の非

プレーヤのデータをそのまま用いると、非プレ

ーヤの人数が多すぎるので、ランダムに184名
を選んで非プレーヤのデータとした。集計結果

を図⚓に示す。
図⚓を見ると、2017年10月まではプレーヤと
非プレーヤの差は少ないが、それ以降プレーヤ

のほうが多い傾向が続いている。両者の最大の

差は12月に見られ、その差は583歩／日である。
それ以降両者の差は縮まってきている。これは、

ゲームに飽きたプレーヤもある程度いたことが

想定される4)。また、図からはわからないが、

特に55～64歳のグループで⚓月まで両者の差が
大きく、特に、男性で仕事を持つ人々に顕著で

あった。55～64歳の男性では一度ゲームにのめ
り込むと飽きずに長続きする傾向があると言え

よう。

4 居住環境と歩数の関係

本題にもどって、どのような居住環境で日常

の歩数が増えるのかを考えてみたい。

樋野他（2018）では、⚑節で述べたデータを
用いて、この関係を調べている。2015年⚖月に
おいて、20日以上記録がある参加者のうち外れ
値対策として上下⚑％の参加者を除外して、男
女、中年（40-59歳）と前期高齢（65-74）歳と
に分けて、大字を集計単位の地区とし各地区内

の居住者の月間平均歩数を求めた。また、地区

の環境指標として、商業地域までの距離、地区

センターまでの距離、公園および川までの距離、

鉄道駅までの距離の⚕つの（直線）距離を用い
て、上記歩数との関係を分析した。その結果を

表⚑に示す。地区環境指標と歩数の相関が有意
な値を見てみると、中年男性を除く全グループ
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図⚓ ポケモン GOのプレーヤーと非プレーヤーの平
均歩数比較
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で鉄道駅まで近いほうが歩数が多く、また、前

期高齢男性、中年女性で商業地域まで近いほう

が歩数が多かった。他方、中年男性は商業地域

まで遠いほうが歩数が多かった。これは、就業

率が高いために日常的に移動しているので施設

までの距離に影響されにくく、むしろ遠い分よ

く歩くためと考えられる。

この研究で別途行なった二元配置の分散分析

からは、中年男性の歩数が少ない地区において

は、商業地域や地区センターまでの距離の遠近

に関わらず前期高齢男性の歩数は同等であるが、

中年男性の歩数が多い地区においては、両施設

の距離が遠いと前期高齢男性の歩数が少なく、

近い場合との差は平均歩数の⚑割近くに相当す
るという結果が得られた。この理由としては、

中年男性は他のグループに比べて徒歩を移動手

段に選択する距離の閾値が高いためと考えられ

る。

由利他（2020）では、歩行強度を分析
した。運動量（Ex 量）とは、運動強度
（METs）と時間を掛け合わせたもので
ある。運動強度とは安静時を⚑としてそ
れよりも何倍のエネルギーを消費するか

を表したものである。歩数計からえられ

る運動量（Ex量）を歩数で除した値を
歩行強度とする。例えば、早く歩いてい

れば、同じ歩数でも歩行強度は大きくな

り、運動量も増えることになる。

居住環境指標としては、地区の傾斜度、

最寄り駅、地区センター、公園、病院ま

での距離、人口密度、商業地率、区もし

くは広域的に健康みちづくり推進事業が

行なわれているかどうかのダミー変数を

用い、合わせて⚙個の指標により分析し
た。歩行に関する使用したデータは、

2017年⚓月の参加者のうち20日分以上の
データを送信した者で、外れ値を除去す

るため、月間 Ex量の上下⚑％を除いた
ものである。性別および中年（40-64歳）

と高齢（65歳以上）で⚔つのグループに分けて
分析を行なった。対象地区としては、いずれか

のグループの参加者が20名以上の296地区を選
定し、そこからグループごとに10名未満の地区
を除外した。結果として中年男性281地区、中
年女性293地区、高齢男性295地区、高齢女性
296地区が有効な分析対象地区となった。
歩行強度を目的変数とした重回帰分析の結果

を表⚒に示す。表⚒では、有意になった説明変
数だけ表示している。まず、人口密度はすべて

のグループで有意となっており、人口密度の高

い地区で歩行強度が高い。また、健康みちづく

り推進事業（健みち事業）対象の地区では、中

年男性を除くグループで有意となっており、事

業によって、歩行強度を高める効果があった可

能性があったことを示唆している。中年男性が

他と異なる傾向になったのは、就労率が高く義
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表⚑ 性別・世代別の地区環境指標と歩数の相関係数

表⚒ 歩行強度を目的変数とする重回帰分析の結果

注）**: p<0.01, *: p<0.05

注）***: p<0.001, **: p<0.01, *: p<0.05（ステップワイズ法）



務的歩行が多いことによる可能性がある。地区

の傾斜度は、中年女性に対しては歩行強度を高

める効果、高齢女性に対しては低める効果が見

られた。

5 買い物距離と栄養状態との関係

高齢者にとっては、買い物距離が短いことが

日常の利便性に大きく影響する。特に低所得層

の場合には、安い品を販売している店舗が歩行

圏にあることが重要となる。このような状況を

中村他（2019）が分析した。
この研究では、東京都港区の麻布・高輪エリ

アを対象としてアンケートを実施した。65歳以
上の高齢者で、かつ等価可処分所得が港区平均

値の半分（月額26.9万円）未満の方を対象とし
た。アンケート結果から、食品目別摂取頻度を

求めた。これは、10の食品群（肉類、魚介類、
卵類、牛乳、大豆製品、緑黄色野菜、海藻類、

果実、いも類、油脂類）のそれぞれの摂取頻度

を⚔段階で聴取し、ほぼ毎日食べると回答した
品目を⚑点として数えたものである。食品目別
摂取頻度が低下すると、低栄養リスクが上昇す

ると解釈する。住宅から500ｍ圏内にアクセス
可能な食料品店がないエリアを「買い物先空白

地域」と定義する。また、アンケートでは主観

的な健康配慮の有無を⚔段階で尋ね、最高位の
「そう思う」と回答した層を「健康配慮あり」、

それ以外を「健康配慮なし」と分類した。

その分析結果を表⚓に示す。買い物先空白地
域では買い物頻度が低く、健康配慮ありの層で

は、その分を宅配サービスで補っていることが

わかる。しかしそれでも、買い物先空白地域で

は生鮮⚓品の摂取頻度が低くなっている。イン
タビュー調査の結果も総合すると、買い物先空

白地域に居住し、宅配サービスを利用せず、家

族による買い物協力が得られない場合に、低栄

養リスクが増加するというメカニズムが観察さ

れた。

おわりに

本稿では、近年関心が高まっているウォーカ

ブルな都市空間の形成がどのように意義や効果

があるのかを、筆者が関わった研究を整理して

述べた。気温や不快指数に応じて歩数がかなり
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表⚓ 居住地域・健康意識別の買い物・食事状況

注⚑）***: p<0.01, **: p<0.05, *: p<0.1, p: 有意確率
⚒）買い物頻度：1: 週⚑回以下、2: 週⚒～⚓日、3: 週⚔～⚕日、4: ほぼ毎日。宅配併用割合：生鮮品（野菜・果物類）の購
入に、宅配サービスと実店舗を併用している世帯の割合。摂取頻度（生鮮⚓品）：魚介類・肉類・緑黄色野菜類の摂取頻度
（1: ほとんど食べない、2: 週⚑～⚒回、3: ⚒日に⚑回、4: ほぼ毎日）を合計したもの。摂取頻度（生鮮⚓品以外）：魚介
類・肉類・緑黄色野菜類以外の摂取頻度を合計したもの。孤食状況：1: 誰かと一緒が多い、2: どちらかというと誰かと一
緒、3: どちらかというとひとり、4: ひとりが多い。

アンケート回答結果 Welchのt検定

買い物先空白地域 それ以外 健康配慮あり/なし 空白地域/それ以外

健康配慮
あり

（A 1 群）

健康配慮
なし

（A 0 群）

健康配慮
あり

（B 1 群）

健康配慮
なし

（B 0 群）

空白地域
居住者間

それ以外
居住者間

健康配慮
あり間

健康配慮
なし間

A 1 対A 0 B 1 対B 0 A 1 対B 1 A 0 対B 0

買い物環境 利用店舗までの距離（m）
店舗到達にかかる時間（分）

1225.6 
14.3 

1375.4 
14.4 

744.3 
11.3 

789.3 
12.4 

* **

栄養状況 多品目摂取得点 4.45 2.60 4.29 4.50 ** ***

買い物状況 買い物頻度
宅配併用割合

1.36 
36.4%

1.35 
10.0%

2.06 
5.9%

1.78 
11.1% *

**
**

食事状況 摂取頻度（生鮮 3 品）
摂取頻度（生鮮 3 品以外）
孤食状況

5.80 
15.30 
2.82 

5.10 
10.70 
3.26 

6.33 
14.40 
2.24 

6.39 
13.30 
2.76 

***
**
*

サンプル（世帯数） 11 20 16 18 



変化すること、前期高齢者や中年女性は駅に近

いほうが歩数が多いこと、地区の傾斜度が大き

いと中年女性では歩行強度が高くなるが、高齢

女性では低める効果があること、商業施設まで

の距離が長いことが生鮮⚓品の摂取頻度を低め
る可能性があることなどが、定量的に明らかに

なっている。これらのことから、日常の歩行に

ついては都市空間の状況に影響を受けているこ

と、また、それが健康状態にも影響を及ぼしう

ることを示唆している。今後、さらに詳細なメ

カニズムが解明され、より良い市街地空間形成

につながることを期待している。

注
⚑）サンプルの平均年齢は66.1歳であった。
⚒）不快指数 THI は、気温（摂氏）を T、相対湿度
（％）を RHとすると、以下の式で定義される。

�����������������������������������
⚓）例えば、65歳未満の男性では、20℃弱よりも低い
部分の近似直線は
月間歩数中央値������月間平均気温�������

20℃弱よりも高い部分の近似直線は
月間歩数中央値�������月間平均気温��������

となっており、傾きの絶対値がほぼ⚒倍となってい
る。

⚔）『ポケモン GO』のリリース後の⚘か月のうち⚓か
月（11月、12月、⚒月）において、リリース前と比
べた歩数の平均変化量に二群で統計的に有意な差が
あった。
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総務省によると、2019年度の都
道府県別の転入者数は39都道府県
で増加し、⚘県で減少という状況
であった。一方、2020年度は、増
加した県はわずか⚕県で、42都道
府県で減少という、コロナ禍の影
響が、都道府県間の移動の様相を
大きく変化させた。戦後以降、人
口移動は、日本の都市の成長や課
題と密接に関連してきている。今
後も高齢化や人口減少、あるいは
都市機能の DX（デジタルトラン
スフォーメーション）などの時代
をむかえ、人口構成はますます注
視していかなくてはならない。今
号では、人口構成に関する研究が
⚒つ、高齢者の住宅資産と消費行
動に関する研究が⚑つであった。

◉
三輪・王・姜（「鉄道建設にと
もなう沿線住民の変化について」）
は、名古屋市に2000年⚑月から
2004年10月にかけて開通した⚒つ
の市営地下鉄、名城線東側区間と
名古屋臨海高速鉄道あおなみ線を
対象に、沿線周辺においてジェン
トリフィケーションが生じたかど
うかを、Bardaka らの研究にな
らい Difference-in-Differences の
手法を用いて分析している。
ジェントリフィケーションは都
市問題として扱われる。都市の中
心や便利な地域にある貧しい地区
や有色人種などのコミュニティー
の再開発などをきっかけに、高い
教育を受けた裕福な若い人々がそ
の場所へ移動し始める。古い住宅
やさびれた商業施設などが取り壊
され、建物は新しく高い仕様のも
のに変わり、これまで住環境が良

くないとされていた地域が魅力的
な場所に生まれかわる。しかしそ
の裏では、それまでそこに住み、
コミュニティーを築いてきた人々
の生活費や雇用環境を大きく変え
てしまう。新しい環境にうまくな
じみ、仕事を得て暮らしていける
場合はよいが、そうでない場合は
その場を離れなくてはならない。
このことが、ジェントリフィケー
ションが都市問題として扱われる
理由である。
この点をみるために、本研究の
DID 手法のアウトカム変数とし
て、世帯年収、学士保有率、管理
的職業従事者割合、専門的・技術
的職業従事者割合を用いている。
彼らの推定結果によると、名城
線沿線においては、一部、世帯年
収の高い人々の流入がみられる。
しかし、その他のアウトカム変数
についてはその効果がみられてい
ない。あおなみ線においても世帯
年収が高い人々の流入がみられる
地域がある一方で、世帯年収が低
い人々の流入があった地域の存在
が確認されている。ジェントリフ
ィケーションの効果があまり明確
でない結果となっている。
原因としては、DID 手法にお
ける介入群と制御群の駅から同心
円による分け方、外生的ショック
のタイミングがあげられるであろ
う。今回の対象となっている路線
のうち、名城線については、環状
線化にすることが1960年代にすで
に決まっていた。それから、全線
開通までの2004年まで、断片的な
開発が非常に長きにわたって続い
ており、鉄道建設の影響がぼやけ

ている可能性がある。また、環状
線のため、駅から都心側と郊外側
でその効果が異なり、相殺されて
しまっている可能性も考えられる。
興味深い結果もみられる。一部
の地域で世帯年収の減少が確認さ
れている。先述のように、ジェン
トリフィケーションは、再開発に
よって都市が便利になるだけでな
く、そこに存在していた低所得者
の追い出しやコミュニティーの破
壊の側面をもつ。この世帯年収の
低い人たちの流出行動がうまく拾
えると、ジェントリフィケーショ
ンの全体像をとらえられる。

◉
岩田・行武論文(「住宅資産と高
齢者の消費行動」)は、高齢者が
所有している持ち家の価値が上昇
した場合に消費行動が変化するか
どうかを分析している。なぜ、住
宅価格が上昇すると消費が増える
のか。交絡要因以外に⚓つの経路
が説明されている。⚑つめは所有
している住宅を売却し、小さい住
宅などに引っ越すことで得られた
売却益を消費にまわすという経路、
⚒つめはリバースモーゲージの利
用、⚓つめは著者らが分析の対象
としている遺産動機経路である。
⚒つめのリバースモーゲージは、
退職後、今住んでいる住宅をバリ
アフリーにリフォームしたいと思
っても、資金が十分にない。そん
な時に、住宅を担保に入れ金融機
関から融資を受ける制度で、住宅
を売却することなく資金融資を受
けられ、さらに最終的には担保の
住宅を売却することで融資を受け
た資金を一括返済できる。その際
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に金融機関の担保評価の見直しは
定期的に行なわれるため、住宅価
格が高騰してくると担保制約が緩
くなり消費が刺激されるわけだ。
⚓つめの遺産動機は、子ども世
代の経済的支援のために住宅を残
す、あるいは子ども世代が近くに
居住している場合に、将来住宅を
わたす、あるいは同居して住宅サ
ービスを提供する代わりに金銭的
援助を子ども世代から受ける場合
などもある。これらを家庭内リバ
ースモーゲージと呼んでいる。
以上の経路の実証を慶應義塾大
学が実施した日本パネル調査のデ
ータを用いて、消費関数を推定す
ることで行なっているが、データ
の制約から⚑つめと⚒つめの検証
については十分な結果が得られて
いない。一方、子どもがいる高齢
住宅所有者世帯に限った固定効果
分析結果によれば、消費に対する
住宅価格の正の影響がみられ、同
一世帯内での住宅の評価額の上昇
は、消費を増やす傾向にあること
がわかった。対照的に、子どもが
いない住宅所有世帯の傾向は逆で、
消費を減らすことがわかった。た
だ、記述統計をみると、子どもあ
り世帯の年収平均値718万円、子
どもなし世帯のそれが487万円と
250万円近くの差がある。この差
は大きく、そもそも消費行動の違
いが存在しているグルーピングに
なってしまっている可能性がある。
いずれにせよ、リバースモーゲー
ジの利用状況と遺産動機との関係
の分析は、今後の高齢時代におい
て、あるいは空き家などにみられ
る住宅問題にとっても重要なテー

マであろう。
◉

オランダの都市人口学者である
クラッセンらが提唱した人口の変
化と都市の成長段階の実証結果は
有名である。都市圏を中心エリア
と郊外エリアにわけ、それぞれの
エリアでの人口増減の組み合わせ
と都市の成長段階のライフサイク
ルを関係づけている。x-y軸上に、
それらの組み合わせの変化をプロ
ットし、最近20年の東京都市圏は
どの段階からどの段階へ変化した
かをみるのは面白く、学部ゼミの
よい練習課題になる。
さて、福田論文（「東京圏にお
ける人口分布の構造変化」）では、
中心エリアと郊外エリアの人口変
化の方向の違いが、人口に対する
地代（地価）の弾力性とどのよう
な関係にあるのかを、理論と実証
の両方で分析している。理論では
都市経済学の古典モデルである
Alonso モデルの敷地面積を、住
民数の減少関数として導入し展開
し、地代が人口増加に対して非弾
力的であれば、都心エリアへ人口
が流入し、弾力的であれば郊外へ
人口が出ていくという現象を導い
ている。さらに2000年以降の大規
模開発・超高層タワーマンション
建設ブームを、敷地の供給量の増
大ととらえ、モデル上では規制緩
和として扱っている。そして、こ
の土地利用に関する規制緩和が人
口増加に対する地代の弾力性を低
下させ、都心エリアでの人口増加
を加速させることを導いた。
実証分析では、東京圏を対象に
して市区町村別データを用いて⚒

つの推定を行なっている。⚑つめ
は、人口に対する地価の弾力性を
固定効果モデルで推定している。
分析は1981年～1992年と1996年
～2018年の⚒期間に分け、対数線
形モデルで計算している。その結
果、前半期間では人口増加に対す
る地価の弾性値が⚒以上、後半期
間では⚒未満となった。このこと
は1992年までは人口が郊外分散型
であったのが、1996年以降は都心
回帰型になったことを示している。
この現象をさらに人口の変化分
を被説明変数とし、都心からの距
離変数に単純に回帰したモデルで
も確認している。この距離変数の
係数値は、前半期間では正となり
都心からの距離が遠くなるほど人
口成長が起きていることがわかり
郊外化が示された。後半期間では
係数値が負となり都心での人口成
長が進んでいることがこちらの推
定モデルからも示されている。
このように理論と実証の両方か
ら、郊外化と都心回帰の様子を示
した興味深い論文である。ただ、
政策的インプリケーションのとこ
ろで著者も述べているように、政
策への提言を行なうには、この期
間に人口構成や土地利用に影響を
与えるような政策を明示的に扱っ
た実証分析が必要だろう。戦後の
都市の成長、あるいは人口分布の
変化は、多くの住宅や土地利用に
関する政策の影響があったことが
わかっている。そしてそのことが
今の都市課題につながる。今後、
より具体的な政策提言が可能な分
析が期待される。 (Ｈ・Ｙ)
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鉄道建設にともなう沿線住民の
変化について
三輪富生・王莉莎・姜美蘭

はじめに

土地利用と交通は相互に影響しあっている。
例えば、交通計画のために広く用いられている
四段階推定法（①発生・集中交通量の推定、②
分布交通量の推定、③交通手段間の分担交通量
の推定、④移動交通量（配分交通量）の推定）
では、その最上位である発生交通量や第⚒段階
の分布交通量の予測において、対象地域の土地
利用に関する情報を説明変数としている。これ
は、土地利用と都市内の交通需要とが強く関連
しあっていることを意味している。
交通計画では、都市内の交通移動が円滑に行
なえるような交通施設を計画・整備したり政策
を検討したりする。一方で、交通サービスは土
地利用に影響を与える。例えば、自動車が広く
大衆に普及したモータリゼーションによって、
都市が周辺域に拡大してゆくアーバンスプロー
ルが生じたことは広く知られている事実である。
また、鉄道が建設されれば、その周辺にマンシ
ョンが建設される光景は、日々目にしている通
りであるし、鉄道会社がその路線開発に際して、
都心のターミナル開発や郊外のリゾート開発、
沿線の宅地開発を合わせて行なってきたことも
よく知られている（角野 2017）。
人口減少局面にあるわが国では、これまでに
拡大した都市を、適切に縮退させるコンパクト
シティの必要性が叫ばれて久しい（谷口他
2012、越川他 2017）。しかし、一方では、自動
運転技術に代表される新たな交通サービスの開
発と普及も著しい。例えば、米国アリゾナ州フ

ェニックスでは、2018年から無人タクシーが商
用営業を開始しているし、わが国でも郊外や山
村地域などの交通不便地域を無人バスで再生さ
せる取り組みが多く実験され、報告されている。
このような自動運転車による交通サービスは、
都市のコンパクト化を抑制する作用を持つ可能
性がある。したがって、新たな交通サービスが
提供された場合の、市民の居住地選択に関する
意向の評価と分析、そして将来の居住地分布の
予測は、今後も重要な研究課題であると言える。
このような背景のもと、著者らの興味は、新
たな交通サービスが提供された場合の、市民の
居住地変更行動を予測すること、そして持続可
能な都市に向けたその制御方法を検討すること
である。そのための研究の第一段階として、本
研究では過去の鉄道建設に対する駅周辺住民属
性の変化を分析するものである。
鉄道や鉄道駅の整備に伴う住民属性の変化に
ついては、既往研究でも多く調査されている。
特に、住民の富裕化（もしくは上位化）である
ʠGentrificationʡが多く取り上げられ、多くの
研究成果が報告されている。本研究では、それ
らの既往研究を参考に、名古屋市で2000年
～2004年に開通した市営地下鉄名城線の東側区
間（大曾根駅～新瑞橋駅。以下、名城線東側区
間）と2004年に開通した名古屋臨海高速鉄道あ
おなみ線（以下、あおなみ線）を対象とし、沿
線地域に Gentrificationが生じているかに着目
し、関連した属性の人口割合がどのように変化
したかについて分析を行なう。
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1 既往研究

Transit-Oriented Development (TOD、公共
交通指向型都市開発）は、自家用車などの利用
を減らし、公共交通の利用を増やすことで、持
続可能な都市を構築することを目指した都市開
発手法である（Carvero et al. 2002）。前述した、
交通需要の⚔段階推定法に代表されるような、
交通行動における各プロセスを分析対象とする
交通計画の分野でも、TODに着目した研究は
多い。
例えば、Loo et al.（2010）はニューヨークと
香港を対象に、回帰分析によって、鉄道利用者
数と土地利用や住民属性との関連を調べている。
Lee et al.（2015）は、自転車利用による駅勢圏
の拡大について分析しており、自宅から駅へと
駅から職場へのどちらにおいても、自転車利用
によって TOD影響範囲が拡大することを示し
ている。Park et al.（2015）は、駅からの徒歩
圏距離をアンケート調査データから用いて分析
し、駅までの歩きやすさによって徒歩圏距離が
拡大し、鉄道利用者を増加させられることを明
らかにしている。Ann et al.（2019）は、途上
国を含む多くの都市の交通手段シェアを比較し、
TOD影響範囲は国や地域によって異なること
を指摘している。このように、交通計画の分野
では、効果的な TOD政策の導入を目指して、
駅周辺での交通行動や駅勢圏の評価に関する研
究が多い。しかしながら、交通計画の分野では、
公共交通サービスの提供によって、地域住民の
属性がどのように変化するかについては、これ
まではあまり研究されていない。

交通計画にとどまらず、より広い分野を対象
として既往研究を調査すると、鉄道路線の開発
と Gentrificationとの関係に着目した研究が多
くみられる。これらの研究は交通計画に関連付
ければ、発生交通量の変化や予測に関係が深い
と考えられる。
例えば、Kahn（2007）は、1970年から2000
年までの人口と家屋データを用い、全米14都市
を対象として、住宅価格や居住者の学歴の変化
について調査しており、徒歩でのアクセスを前
提とした鉄道駅ほど Gentrificationが生じるこ
とを示している。しかし、地域によってその効
果は異なっていることも示している。Helms
（2003）は、Gentrificationが高所得世帯の転入
と家屋の更新のプロセスで実現されているとし、
中低密度地域や都市公園などの周辺のアメニテ
ィが豊かなほど、家屋の更新が進むことを示し
ている。Kolko（2007）は、都市中心部の古い
住宅ストックが蓄積された地域ほど Gentrifica-
tionが生じやすいこと、ただし都市によってそ
の変化は大きく異なることを指摘している。
Grube-Cavers and Patterson（2015）は、カナ
ダの⚓つの大都市を対象として、鉄道サービス
の提供と世帯年収や専門職人口などの変化との
関係を分析しており、駅までの近接性が統計的
に有意な影響を持つことを示している。Barda-
ka et al.（2018）は、米国コロラド州デンバー
のライトレールを対象に、その整備前後におけ
る鉄道駅周辺の住民属性の変化を分析している。
分析の結果から、ライトレール整備に起因して、
沿線の世帯年収や管理職人口割合、住宅価値が
上昇したことを示している。
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以上より、鉄道などの交通サービスが整備さ
れることで、地域住民の属性が変化することが
わかる。また、その変化は、世帯年収や管理職
人口の割合、専門職人口の割合など、Gentri-
ficationの指標として取り上げられる属性が、
既往研究では多く扱われている。さらに、分析
結果からも、鉄道の整備が Gentrificationを生
じさせることを実証する報告が多い。
本研究も、既往研究に倣って、鉄道の整備と
沿線地域の住民属性がどのように変化するかに
ついて着目する。特に、Gentrification に関連
した指標、世帯年収、学士保有人口の割合、管
理的職業人口の割合、専門・技術職業人口の割
合を取り上げて分析を行なうこととする。

2 分析方法

鉄道サービスの整備によって、周辺地域の住
民属性が変化したかどうかを分析するためには、
サービス提供前後の、少なくとも⚒時点のクロ
スセクションデータが必要であることは、直感
的にも理解できる。さらに、鉄道サービスの提
供により影響を受けた地域のデータと受けなか
ったと仮定できる地域のデータも含まれている
場合、前者を介入群（treated group）、後者を
制御群（control group）と呼ぶ。すなわち、
介入群は、日常生活において駅へアクセスする
ことでそれまでとは異なった交通行動が可能と
なったことや、駅周辺の住環境等が変化した
（店舗が増加したなど）ことの影響を受けた地
域であり、駅勢圏や TODの影響範囲ともとら
えることができる。また、制御群はその領域よ
り外の地域であり、鉄道の整備の影響を受けな
かった地域である。ここで、このようなデータ
は介入群と制御群が計画的に設定されたもので
はなく、手元のデータをそれら⚒つの群に分類
して比較していることから、疑似実験と呼ばれ
ることもある。
このように、鉄道の沿線地域が介入群と制御
群に分けられた場合、鉄道サービス提供前後の
介入群における従属変数の変化や介入群と制御
群との差を分析する方法として、⑴式に示すよ

うな、DID モデル（difference-in-differences
model）が用いられる。

� ���􀀽��􀀫��� �􀀫����􀀫��� �􂈙��􀀫�� ���􀀫� ��� ⑴

ここで、サンプル �、時点 �に対して、� ���は従
属変数であり、世帯年収等である。また、� �は
介入群のとき⚑、制御群のとき⚐をとる変数、
��は事後データのとき⚑、事前データのとき
⚐をとる変数、� ���はその他の独立変数ベクト
ル、�と�は未知パラメータ、そして� ���は独立
な誤差項である。
この鉄道サービス提供による効果は、横軸に
期間を、縦軸に対象とする指標の変化（従属変
数の変化）をとって、図⚑のように表現できる。
ここで、上の太線と下の太線は、それぞれ介入
群と制御群の鉄道サービス提供前後（鉄道整備
の前と後）の対象とする指標の変化を示してい
る。この時、黒細線は、鉄道サービスの提供に
起因した変化が生じなかった場合を便宜的に示
しており、上の太線と細線の差が介入（鉄道サ
ービスの提供）によって生じた変化（介入効
果）である。
このモデルによって、介入効果が正しく推定
されるためには、いくつかの仮定が成り立つ必
要がある。その代表的なものは、平行トレンド
仮定（Parallel trends assumption）と共通ショ
ック仮定（Common shocks assumption）であ
る。前者は、もし政策が導入されなかったとし
たら、介入群と制御群における分析対象の変化
は平行であるという仮定である。また、後者は、
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図⚑ DIDモデルで仮定する従属変数の変化
従属変数
の変化
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政策導入前後で、分析対象に影響を与えるよう
なʠ別のイベントʡが起きていないか、起きて
いたとしても介入群と制御群に対して同様に影
響を与えているといった仮定である。本研究で
は、これらの仮定が成り立っているものとして
議論を進める。
また、時空間データを用いる場合、時系列相
関や空間相関、さらには、空間的波及効果など
を考慮した高度なモデル（例えば、Bardaka,
et al. 2019）が適用されることが望ましい。た
だし、本研究は著者らが進める研究の第一段階
であり、基礎情報を得ることを目的として、⑴
式に示したようなモデル構造としている。

3 対象地域とデータ

3.1 名古屋市の土地利用・交通特性
名古屋市は、わが国の他の大都市と比べて自
動車分担率が非常に高いことが特徴である。国
土交通省によれば、2014年の東京都市圏および
大阪都市圏における鉄道と自動車の分担率比
（鉄道：自動車）が、それぞれ59.3％：40.7％、
48.7％：51.3％であるのに対して、名古屋都市
圏のそれは21.6％：78.4％となっている1)。た
だし、名古屋市では地下鉄網が整備されつつあ
り、鉄道分担率は上昇しつつある。
図⚒は2001年と2011年の中京都市圏パーソン
トリップ調査から集計した交通手段分担率であ
るが、2001年には19％だった鉄道の分担率が、
2011年には24％まで上昇している。これは、鉄
道網の整備による効果が大きいと考えられる。

2000年以降に整備された大規模公共交通サービ
スには、本研究で対象とする名城線東側区間と
あおなみ線（いずれも詳細は後述する）のほか、
ガイドウェイバス志段味線（ゆとりーとライン。
2001年、高架区間6.5㎞）、市営地下鉄上飯田線
（2004年、0.8㎞）、愛知高速交通東部丘陵線
（通称、リニモ。2005年、8.9㎞）、市営地下鉄
桜通線野並駅～徳重駅間（2011年、4.2㎞）が
ある。ただし、依然として自動車の分担率は高
いため、他の大都市圏より鉄道サービスが土地
利用や居住者の分布に与える影響は限定的であ
る可能性がある。

3.2 対象とする鉄道路線と沿線地域の特徴
本研究で対象とする⚒つの鉄道路線は、2000
年⚑月～2004年10月にかけて開通した市営地下
鉄名城線東側区間（大曾根駅～新瑞橋駅、
11.8㎞）と2004年10月に開通した名古屋臨海高
速鉄道あおなみ線（名古屋駅～金城ふ頭駅、
15.2㎞）である（図⚓）。

⑴名城線東側区間
市営地下鉄名城線は、1965年に栄駅～市役所
駅間が開業してから延伸を続け、2000年⚑月に
大曾根駅～砂田橋駅区間、2003年12月に砂田橋
駅～名古屋大学駅区間、そして2004年10月に名
古屋大学駅～新瑞橋駅区間が開通した。これに
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図⚒ 名古屋市における交通手段分担率
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図⚓ 対象とする⚒つの鉄道路線
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よって、日本初の環状地下鉄となった。
本研究で対象とする東側区間は、北端に位置
する大曾根駅から南端に位置する新瑞橋駅まで
の12駅である。名城線東側区間は名古屋市の東
側地域の丘陵地帯を通過する。また、名城線の
西側区間には、名古屋市の中心駅である栄駅や
官庁街である市役所駅があり、沿線住民にとっ
て、通勤や買い物において利便性が高い路線で
ある。運行頻度は、朝のピーク時間帯（⚘時
台）では10本/時、昼間は⚔本/時である。なお
2010年における⚑駅当たりの平均日乗車人数は、
6792人/日・駅であった2)。
対象区間の各駅は、東区、千種区、昭和区、
瑞穂区に位置しており、2004年の沿線区の住宅
地平均価格（地価公示）は19万4675円/㎡であ
った3)。また、同区間の北部は古くからの住宅
地であるとともに、市営住宅が多く立ち並ぶ地
区が含まれている。さらに、中央に位置する本
山駅から八事駅の間には多くの大学があり、文
教地区となっている。このため、閑静な住宅地
であり、かつ多くの学生アパートも立ち並んで
いる。南部は、閑静な住宅街であり、戸建て家
屋が多く立ち並ぶ地区である（表⚑）。

⑵名古屋臨海高速鉄道あおなみ線
名古屋臨海高速鉄道あおなみ線（名古屋駅～
金城ふ頭駅）は、JR東海道本線の貨物支線で
ある西名古屋港線との旅客・貨物共用路線であ

る。料金は地下鉄とほぼ同じであり、北端に位
置する名古屋駅は、新幹線や JR、私鉄、地下
鉄が交わる名古屋市最大のターミナル駅である。
あおなみ線の沿線地域は、同路線の整備前は鉄
道サービスが不十分で、自動車やバスなどによ
り移動せざるを得ない交通渋滞が著しい地域で
あった。また、上述のように都心に比較的近い
地域であったにもかかわらず、市街化の熟度が
低く、多くの工場が立地していた。南端の金城
ふ頭駅には、2010年以降に多くのアミューズメ
ント施設（リニア鉄道館、レゴランドなど）が
開業しており、観光客の利用も期待されている。
運行頻度は、朝のピーク時間帯（⚘時台）では
⚖本/時、昼間は⚔本/時であり、名城線と比べ
るとやや少ない。ただし、2010年における⚑駅
当たりの平均日乗車人数は、1475人/日・駅で
あり、名城線東側区間と比べると利用者数はか
なり少ないといえる。
また、名古屋市の西側地域は平坦な土地であ
るが、南西部は海抜ゼロメートル地帯が広がっ
ている。図⚔は、名古屋市周辺の低位地帯（周
辺部よりも標高が低く、排水が困難である地
帯）を示している4)。図からもわかるように、
あおなみ線沿線は、ほぼすべての地域が低位地
帯となっており、洪水や津波などの災害が危惧
される地域でもある。なお、あおなみ線は中村
区、中川区、港区を通過し、2004年のこれら沿
線区の住宅地平均価格（地価公示）は13万2167
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表⚑ 対象路線の状況

名城線東側区間

北部 大曾根駅～
自由が丘駅（ 5 駅）

市営住宅が多い地区
を含む

中央部 本山駅～
八事駅（ 4 駅）

大学が多く立地する
文教地区

南部 総合リハビリテー
ションセンター駅～
新瑞橋駅（ 3 駅）

一戸建て家屋が多い
住宅街

あおなみ線

北部 小本駅～
中島駅（ 4 駅）

名古屋へのアクセス
が良い

中央部 名古屋競馬場前駅～
野跡駅（ 4 駅）

埋立地であり工場が
多い

図⚔ 名古屋市の低位地帯
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東側区間
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東側区間
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低位地帯
名古屋市境
低位地帯
名古屋市境

あおなみ線あおなみ線あおなみ線



円/㎡であり5)、名城線よりかなり低い。
名古屋駅とその隣のささしまライブ駅周辺は、
あおなみ線の建設以前からの商業地域であるこ
と、そして南端の金城ふ頭駅には住民がいない
ことから、これらの駅周辺地域は分析から除外
する。残りの区間の北部は古くからの下町が残
された地区であり、また名古屋駅へのアクセス
が良いことが特徴である。一方、南部は、古く
からの埋立地であり、工場と住宅が混在した地
域である（表⚑）。

3.3 使用データ
本研究では、鉄道サービス提供前を2000年、
提供後を2010年とする。また、介入群とする駅
からの距離は、⚔節で構築する DIDモデルの
説明力が最も高くなるよう設定し、名城線東側
区間では、介入群は駅から800ｍの範囲、制御
群は駅から800ｍ～⚕㎞の範囲とした。あおな
み線では、介入群は駅から⚑㎞の範囲、制御群
は駅から⚑㎞～⚕㎞の範囲とした。名城線のほ
うが制御群の領域が狭くなったことは、同路線
が丘陵地帯であることからも妥当と考えられる。
また、いずれのデータもʠ町ʡレベルで整理し
た。すなわち、以下の集計分析や DIDモデル
のサンプルはʠ町ʡ単位の値であり6)、名城線

沿線では883サンプル、あ
おなみ線沿線では350サン
プルとなった。
表⚒は、名城線東側区
間とあおなみ線の沿線地
域住民の、世帯年収、学
士保有人口の割合、管理
的職業人口の割合、専門・
技術職業人口の割合を示
している7)。これらは、
DID モデルの従属変数と
して使用する。なお、世
帯年収については、物価
上昇率により2018年に基
準化した数値である。こ
こで、Gentrification の指

標としては住宅価格を取り上げることが望まし
いが、本研究で扱うための適当なデータ（ʠ町ʡ
レベルのデータ）が得られなかった。この点に
ついては今後の課題としたい。表中の名城線東
側区間を見ると、世帯収入、管理的職業率は介
入群、制御群ともに減少しており、分析対象と
する時点での景気悪化の影響がみられる。ただ
し、駅から近い介入群のほうが減少率は小さい
こともわかる。学士保有率、専門・技術職業率
はどちらも増加しているが、介入群のほうが高
い増加率を示している。
次いで、あおなみ線を見ると、名城線と同様
に、世帯収入、管理的職業率は介入群・制御群
ともに減少しており、介入群のほうが減少率が
小さい。また、学士保有率と専門・技術職業率
についても、どちらも増加しており、介入群の
ほうがやや増加が大きい。このように、いずれ
に指標についても、両路線で類似した変化の傾
向が確認できた。
最後に、路線間の比較を行なうと、いずれの
指標についても、その数値は名城線のほうが高
いことがわかる。ただし、その変化率には明確
な傾向はなく、名城線のほうが世帯年収の減少
率が小さく、あおなみ線のほうが学士保有率の
増加率が大きい。
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表⚒ 従属変数と鉄道整備前後の変化



4 分析結果と考察

表⚓は、名城線東側区間およびあおなみ線の
DID モデルの推定結果を示している。なお、
ここでは、同一路線の沿線をさらに詳細に区分
し、沿線地域の異なる地域利用状況等によって
介入効果が異なる可能性を考慮する。表⚑に示
したように、名城線東側区間を⚓つの区間に、
あおなみ線を⚒つの区間に分割し、個別の介入
効果と介入群ダミーのパラメータを推定した。
また、独立変数については、同じ従属変数を用
いている Bardaka et al.（2018）を参考に設定
している。なお、独立変数として導入した流入
人口率とは、2005年～2010年の間に他の地域か
ら流入した住民の割合である。
まず、名城線東側区間の推定結果を考察する。
最も着目する介入効果を見ると、中央部のみで
世帯年収において統計的に有意な正の介入効果

がみられる。すなわち、名
城線東側区間のなかでも多
くの大学が立地する文教地
区であり、かつ高級住宅地
でもある地域でのみ、周辺
と比較して世帯年収が上昇
したことがわかる。このよ
うに、同じ路線の沿線でも、
その地区の特徴によって介
入効果が異なることがわか
った。なお、学士保有率や
管理的職業率、専門・技術
職業率など、既往研究で
Gentrification の指標とし
て取り上げられているその
他の従属変数においては介
入効果がみられない。表⚒
に示した基礎集計結果から
は、介入群ほどそれらの指
標が増加しているか減少幅
が小さかったが、鉄道サー
ビスの整備による介入効果

としては有意ではなかったといえる。その他の
独立変数の影響を見ると、都心から遠いほどす
べての従属変数が統計的に有意に減少すること
がわかる。すなわち、沿線住民の富裕化は都心
へのアクセシビリティに強く影響を受けること
がわかる。また、外国人率が上昇すると、世帯
収入や学士保有率、専門・技術職業率は減少す
るが、管理的職業率は上昇することもわかる。
さらに、流入人口率は、すべての指標に対して
統計的に有意な正のパラメータを有している。
次いで、あおなみ線の推定結果を見ると、名
城線東側区間と同様に、世帯年収以外の指標に
ついても統計的に有意な効果は見られなかった。
しかしながら、世帯年収を見ると、北部地区で
は正の介入効果がみられ、あおなみ線の建設に
より富裕層の割合が上昇したといえる。しかし、
南部地区では、有意な負の介入効果がみられる。
すなわち、あおなみ線が建設されたことで、世
帯年収が低い世帯の割合が上昇したことになる。
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表⚓ DIDモデルの推定結果

注）** p<0.05, *: p<0.1



本研究で使用したデータや適用した分析方法で
は、沿線住民がどこから、またどこへ移動した
かを明らかとすることはできないが、少なくと
もあおなみ線の南部地域は高年収世帯には魅力
的ではないことがわかる。名古屋駅を含む都心
へのアクセシビリティの影響は、説明変数
（CBDへの距離）によって考慮されていること
を踏まえると、南部地域には工場が多いなど、
あおなみ線建設以前からの土地利用状況等が影
響を及ぼしている可能性が考えられる。
その他の変数で、名城線東側区間と異なる結
果について考察すると、外国人率が高いほど、
専門・技術職業率が低下している。名城線沿線
には多くの大学があり、外国人には研究者など
が多く居住すると考えられるが、あおなみ線で
は労働者階級の外国人が多く居住している可能
性が考えられる。また、流入人口についても、
世帯年収や専門・技術職業率には有意な影響を
及ぼしておらず、地域によって住民の属性分布
に与える因果関係が異なることが推察される。
以上のように、同じ都市内において、類似し
たサービスレベルで、かつ同じ時期に整備され
た鉄道路線であってさえも、提供される地域に
よって地域の居住者分布に与える影響が異なる
ことが明らかにされた。このため、将来の鉄道
などの交通サービスの整備に対する人口分布の
予測においては、それまでの土地利用状況など
を考慮しつつ、地域ごとに詳細に分析すること
が必要であることは明らかである。

おわりに

本研究では、鉄道路線の建設による地域住民
の変化を分析した。名古屋市で同時期に建設さ
れた名城線東側区間とあおなみ線を対象とし、
既往研究でしばしば取り上げられる Gentrifica-
tionに関連した指標、すなわち世帯年収、学士
保有率、管理的職業率および専門・技術職業率
の変化を DIDモデルによって分析した。この
結果、世帯年収のみで介入効果が見られ、鉄道
路線の建設によって、駅周辺に年収の異なる住
民の割合が変化することが示された。また、既

往研究でも、鉄道の建設によって生じる Gen-
trification効果は、地域によって異なることが
報告されているが、本研究では、同じ都市内で
も大きく異なる結果が得られることが明らかに
された。さらに、既往研究のように世帯年収が
上昇する場合のみではなく、地域によっては世
帯年収が減少していることも示された。これは、
世帯年収の低い住民が移住してきたことを意味
している。これらより、鉄道サービスの提供以
外に、土地利用状況等が沿線住民の分布に強い
影響を及ぼしている可能性が考えられる。
今後の課題としては、より詳細な時空間的な
相関構造の考慮が必要である。同じ地域の⚒時
点データを用いるため、時系列相関を考慮する
必要があるし、空間的な相互影響も考慮する必
要がある。これらについてはすでに取り組みを
進めているので、別の機会に報告したいと考え
ている。さらに、本研究では、アメリカでの既
往研究を参考に従属変数や独立変数を決定して
いるが、分析の結果が因果構造を適切に表現で
きているとは限らない。例えば、鉄道利用率と
富裕化との因果関係は、地域によって異なるこ
とも考えられるし、社会における外国人の役割
も国によって異なると考えられる。したがって、
鉄道サービスの整備がどのような因果連鎖を経
て住民の属性を変化させたり富裕化を生じさせ
るかについて、より説得力のある分析やモデル
構築が必要となる。
最後に、本研究では Gentrificationに関する
指標について着目したが、少子化や高齢化が進
展したわが国では、将来の都市交通計画に向け
て、例えば家族構成の変化（高齢者の一人暮ら
し世帯や、子供のいる世帯など）に着目した分
析が有用である。特に、大都市においても高齢
者世帯の分布がどのように変化していくかにつ
いては、今後の都市計画や交通計画において重
要な視点である。これについてもすでに取り組
みを始めており、別の機会に報告できれば幸い
である。

鉄道建設にともなう沿線住民の変化について 17



謝辞
本稿の執筆にあたり日本住宅総合センター主催の研究会で
発表を行ない、多くの先生方から有益なご助言をいただいた。
また、本研究の実施に当たっては、JSPS科研費19H02260の
助成を受けている。ここに記して謝意を表します。本研究は、
ʠPreliminary Study on Transit-induced Residential Gentri-
fication in Nagoya, Japanʡとして公表した著者らの既往研究
に、分析結果を新たに更新し、全体的に再構成したものである。

注
⚑）国土交通省、鉄道関係統計：都市鉄道の現状（htt

ps://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk4_000002.html、
アクセス日：2021年⚓月⚑日）より。

⚒）名古屋市 HPの鉄道路線別乗車人員データ（https:
//www.city.nagoya.jp/somu/page/0000068179.html、
アクセス日：2020年11月14日）より集計。なお、曜
日の区別は考慮していない。また、大規模イベント
施設のある駅等（名城線の瑞穂運動場東駅およびナ
ゴヤドーム前矢田駅、あおなみ線の名古屋駅、名古
屋競馬場前駅および金城ふ頭駅）は計算に含めてい
ない。

⚓）名古屋市 HPより作成、https://www.city.nagoya.j
p/somu/page/0000059346.html（アクセス日：2021
年⚓月⚑日）

⚔）国土交通省、国土数値情報ダウンロードサイトよ
りデータを入手して作成。https://nlftp.mlit.go.jp/ind
ex.html（アクセス日：2021年⚓月⚑日）

⚕）前掲注⚓に同じ。
⚖）学士保有人口の割合、管理的職業人口の割合、専門・
技術職業人口の割合は国勢調査から入手した。世帯
年収については、住宅・土地統計調査データ（Esri
Japan 推計年収データ）によるカテゴリカルデータ
（300万円未満、300～500万円、500～700万円、700～
1000万円、1000万円以上)を用いて平均値を得た。

⚗）国勢調査の定義では、管理的職業従事者はʠ事業
経営方針の決定・経営方針に基づく執行計画の樹立・
作業の監督・統制など、経営体の全般又は課（課相
当を含む）以上の内部組織の経営・管理の仕事に従
事するものʡ、専門的・技術的職業従事者は、ʠ高度
の専門的水準において、科学的知識を応用した技術
的な仕事に従事するもの及び医療・教育・法律・宗
教・芸術・その他の専門的性質の仕事に従事するも
の。この仕事を遂行するには、通例、大学・研究機
関などにおける高度の科学的訓練・その他専門的分
野の訓練又はこれと同程度以上の実務的経験あるい
は芸術上の創造的才能を必要とするʡと定義されて
いる。

参考文献
角野幸博（2017）「沿線まちづくりにおける鉄道会社の
役割」『都市住宅学』第97号 SPRING、4-9頁。

越川知紘・菊池雅彦・谷口守（2017）「コンパクトシテ
ィ政策に対する認識の経年変化実態─地方自治体の
都市計画担当者を対象として」『土木学会論文集 D3

（土木計画学）』第73巻⚑号、16-23頁。
谷口守・肥後洋平・落合淳太（2012）「都市計画マスタ
ープランに見る低炭素化のためのコンパクトシティ
政策の現状」『土木学会論文集 G（環境）』第68巻⚖
号、Ⅱ395-Ⅱ402頁。

Ann, S., M. Jiang, and T. Yamamoto（2019）ʠRe-
examination of the Standards for Transit -Oriented
Development Influence Zones in India,ʡJournal of
Transport and Land Use, Vol. 12(1), pp. 679-700.

Bardaka, E., M. S. Delgado, and R.J.G.M. Florax（2018）
ʠCausal Identification of Transit-Induced Gentrifica-
tion and Spatial Spillover Effects: The Case of the
Denver Light Rail,ʡJournal of Transport Geography,
Vol. 71, pp. 15-31.

Bardaka, E., M.S.Delgado, and R. J. G. M. Florax（2019）
ʠA Spatial Multiple Treatment/Multiple Outcome
Difference-in-differences Model with an Application
to Urban Rail Infrastructure and Gentrification,ʡ
Transportation Research Part A: Policy and Practice,
Vol.121, pp.325-345.

Cervero, R., C. Ferrell, and S. Murphy（2002）ʠTransit-
Oriented Development and Joint Development in the
United States: A Literature Review,ʡTransportation
Research Board, Washington, DC, United States.

Grube-Cavers, A., and Z. Patterson（2015）ʠUrban
Rapid Rail Transit and Gentrification in Canadian
Urban Centers: A Survival Analysis Approach,ʡ
Urban Studies, Vol.52, pp.178-194.

Helms, A.C.（2003）ʠUnderstanding Gentrification: An
Empirical Analysis of the Determinants of Urban
Housing Renovation,ʡJournal of Urban Economics,
Vol.54, pp.474-498.

Kahn, M. E.（2007）ʠGentrification Trends in New
Transit-Oriented Communities: Evidence from Four-
teen Cities That Expanded and Built Rail Transit
Systems,ʡReal Estate Economics,Vol.35(2),pp. 155-
182.

Kolko, J.（2007）ʠThe Determinants of Gentrification,ʡ
SSRN Electronic Journal, Available at SSRN: http://d
x.doi.org/10.2139/ssrn.985714.

Lee, J., K. Choi, and Y. Leem（2015）ʠBicycle-based
Transit-oriented Development as An Alternative to
Overcome the Criticisms of the Conventional Transit-
oriented Development,ʡInternational Journal of
Sustainable Transportation, Vol.10(10), pp. 975-984.

Loo, B. P.Y., C. Chen, and E.T.H. Chan（2010）ʠRail-
based Transit-oriented Development: Lessons from
New York City and Hong Kong,ʡLandscape and
Urban Planning, Vol. 97, pp. 202-212.

Park, S., E. Deakin, and K. Jang（2015）ʠCan Good
Walkability Expand the Size of Transit-oriented
Developments? Transportation Research Record,ʡ
Journal of Transportation Research Board, Vol. 2519
(1), pp. 157-164.

18 季刊 住宅土地経済 2021年夏季号 №121



住宅資産と高齢者の消費行動

岩田真一郎・行武憲史

はじめに

公的年金制度は、ライフタイムを通じて貯蓄

が困難であった高齢者でも、その生活を維持で

きるよう設計されている。しかし、超高齢社会

を迎え、年金をはじめとする社会保障費を削減

する圧力が高まっている。『平成29年度版高齢
社会白書』（内閣府）によると、社会保障給付

費は過去最高となっており、高齢者への支出は

公的年金や医療給付の形で社会保障費全体の

70％を占めている。
そのような状況下において、住宅は高齢者世

帯の主要な資産であり、高齢者の生活水準を維

持するため重要な役割を果たす(Toussaint and
Elsinga 2009）。実際、「平成26年全国消費実態
調査」（総務省統計局）によると、65歳以上の
高齢者の約90％は住宅用不動産を所有し、これ
は総資産の60％である。
住宅価格の上昇は資産価値の増加を意味し、

高齢者が住宅の一部または全部を売却する場合、

消費を刺激する（Artle and Varaiya 1978）。た
だし、高齢持ち家所有者は転居率も低く、消費

の財源として住宅を売却することはほとんどな

い。「平成30年住宅・土地統計調査」（総務省統
計局）によれば、世帯主が65歳以上の持ち家所
有者では、2014年以降、約37万7000人が転居を
している。2013年時点で世帯主が60歳以上の持
ち家世帯数が、約1800万世帯なので、高齢の持
ち家世帯の移動割合は⚕年間でわずか2.1％に
すぎない（Sumita et al. 2021）。

転居率が低いことは、高齢者の大多数が現在

の住居に居住し続けることを望んでいることを

示す。その場合でも、住宅価格の上昇は担保と

しての価値を高めて借入れを容易にするため、

流動性制約に直面している高齢者の消費を促す

可能性がある（Campbell and Cocco 2007）。そ
の手段の一つが、近年認知度が高まっているリ

バースモーゲージである。リバースモーゲージ

とは、居住する住宅を担保に現住居での居住を

継続したまま生活資金を借入れし、借入人が死

亡したときに担保となっていた住宅を売却して、

借入金を返済する仕組みである。

住宅金融支援機構は、リバースモーゲージを

促進するため、2009年に民間金融機関に対する
住宅融資保険の提供を始めている。住宅金融支

援機構の保険金額は2016年の⚑億5000万円から
2018年の40億円へと急激に上昇した。ただし、
資金の使途は限定されており、自己居住用住宅

の建設または購入資金、リフォーム資金、住宅

ローンの借換資金、サービス付き高齢者向け住

宅の入居一時金、子どもなどが居住する住宅取

得のための借入資金などの住宅消費となってい

る。これに対し、東京スター銀行では、高齢者

が日常の支出にローンを利用できる、より柔軟

な商品を提供している。この商品の2009年の貸
付残高は200億円未満であったが、2019年には
1200億円に増加している。
このようにリバースモーゲージ市場は、近年

拡大しつつあるが、その規模は209兆円の住宅
ローン市場（2018年「資金循環勘定」日本銀
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行）と比較すると依然として小さい。その原因

に利用条件が考えられる。一般的に、日本のリ

バースモーゲージはリコースローンであるため、

借り手がローンの債務不履行に陥ったとき、担

保とその他の資産の両方が差し押さえられる可

能性がある。さらに、リバースモーゲージによ

る融資は生涯を通じて保証されるものでないた

め、地価の変動により評価額が下落すると、存

命中でも融資が終了しローン期間中に返済が必

要になる可能性も存在する。

このようにリバースモーゲージのような住宅

金融市場が十分活用できない状況では、高齢者

は子どもからの金銭的支援の見返りに遺産とし

て住宅資産を利用する可能性がある。Iwata
and Yukutake（2020）では、高齢の持ち家所
有者が住宅価格の上昇によって消費行動を変化

させうる代替的な経路について検証を行なって

いる。金融市場において住宅資産を活用する商

品が充実していない場合、高齢者は住宅資産を

現金化するため家庭内の資金調達経路に依存す

る可能性がある。すなわち、高齢者は、子ども

に住宅を遺産とする代わりに、年金契約を結ぶ

ことで生活を維持する。Horioka（2002）は、
このタイプの契約を家庭内リバースモーゲージ

（intra family reverse mortgage ）と呼んでい
る。住宅価格の上昇は、子どもが親への経済的

支援を提供するインセンティブを高めるため、

親は家庭内資金調達経路を使用して消費を増加

させる。住宅資産と高齢者の消費の関係につい

ては注目が高まっているが、家庭内資金調達経

路に焦点を当てた実証分析はそれほど多くない。

例えば Yang et al.（2017）は、住宅資産の価値
が増加するとき、潜在的に子どもが資金を提供

することによって、子どもと同居する高齢者の

消費が増加することを示した。

Iwata and Yukutake（2020）では、日本家
計パネル調査（JHPS/KHPS）を用い、日本に
おける60歳以上の持ち家所有者について、住宅
価値の変動が消費に影響を与えるかを実証分析

し て い る。本 稿 は、Iwata and Yukutake

（2020）を翻訳・改訂し、その分析内容を紹介
するものである。

本研究における実証分析の結果、住宅価値の

変化が子どもを持つ高齢者の消費に統計的に有

意な影響を与え、住宅価値の上昇は、家庭内資

金調達経路を通じて消費を押し上げることが示

されている。住宅資産の限界消費性向は0.01で
あり、先行研究の限界消費性向と比較すると低

い値となっている。一方で、住宅価値の増加は、

子どもを持たない高齢者の消費には影響を与え

ないことが確認された。

2 住宅価値が消費に影響する経路

2.1 交絡因子経路
住宅資産の増加と消費支出に正の相関が確認

されるとき、その理由の一つとして交絡因子の

存在の可能性がある。すなわち、ここでの相関

関係は、住宅と消費に共通する要因に依存して

いる（Atalay et al. 2016）。例えば、ある地域
の経済状況は、同地域の住宅価値の変化をもた

らすと同時に、消費支出に影響を与える。こう

した共通の要因を通じた経路は、住宅価値と消

費の実際の因果関係を示すものではない（Hori
and Niizeki 2019）。

2.2 直接売却経路と担保経路
住宅の価値から消費に対して因果関係を示す

経路として、先行研究では⚒つの主要な経路が
示されている。第一の経路は、直接的に住宅資

産のすべてあるいは一部を売却することに基づ

く。ライフサイクル理論によると、住宅価格の

予期しない上昇は家計の生涯資産を増加させ、

住宅所有者がより小さな住宅へダウンサイジン

グすることを通じて消費を促進する（Artle
and Varaiya 1978）。この傾向は、特に高齢の
住宅所有者について顕著になりうる。寿命が比

較的短いため、住宅資産の増加に消費支出が反

応する可能性が高いと考えられる。

第二の経路は、担保経路である。ライフサイ

クル理論によると、リバースモーゲージは、住
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宅を売却することなく生涯を通じた消費を平準

化するよう担保借入制約を緩和するため、高齢

者の効用を増加させる（Davidoff et al. 2017）。
したがって、高齢の住宅所有者はそれが予想の

段階であったとしても、住宅価格の高騰により

担保制約が緩和されるため、消費は増加する

（Campbell and Cocco 2007）。
ただし、いくつかの先行研究では、これら⚒
つの経路を通じた影響がほとんど存在しないこ

とが示されている(Attanasio et al. 2009; Brown-
ing et al. 2013; Atalay et al. 2016; Yang et al.
2017）。まず、自宅の売却は、心理面・経済面
理由の両方から高齢者の間ではほとんど選択さ

れない。リバースモーゲージも高いコストや借

金への潜在的嫌悪、高齢者が商品の知識を十分

に持っていないことなどから、それほど普及し

ていない（Toussaint and Elsinga 2009; Davi-
doff et al. 2017; Moulton et al. 2017）。さらに、
すべての国でこうした住宅ローン市場が十分に

発達しているとは限らないため（Dong et al.
2017）、高齢者の住宅所有者は必ずしも、金融
市場で住宅資産を十分に活用できない。

2.3 遺産動機経路
住宅資産の消費へ影響を与える第⚓の経路が、
遺産動機経路である。Nakajima and Telyuko-
va（2017）は、ライフサイクルモデルを用い
て遺産動機がリバースモーゲージの需要を弱め

ることを示しており、このことは実証研究でも

確認されている（Moulton et al. 2017）。
遺産動機の効果は、利他的動機か、交換動機

かで異なる。利他的な親は住宅価格が上昇する

とき住宅を売却して流動性を確保するのではな

く、収入が少なく住宅価格の上昇によって経済

的に困窮する子どもに遺産として残す。実際、

Angrisani et al.（2019）は消費に対する住宅資
産の影響の非対称性を示しており、住宅価格の

上昇は高齢者の消費に影響を与えないことを確

認している。

交換動機による住宅資産から消費への経路を

実証的に示した論文としては、Painter and Lee
（2009）や、Yang et al.（2017）がある。Pain-
ter and Lee（2009）は、高齢の住宅所有者が、
子どもの近くに居住する場合、賃貸住宅や規模

の小さな住宅に引っ越しというダウンサイジン

グをする可能性が低くなることを示した。これ

は、地理的な近接性が子どもとのより強いつな

がりの代理変数となること、そのため両親は住

宅資産をキャッシュアウトするよりも遺産とし

て所有し続ける可能性が高いことを意味する。

Yang et al.（2017）では、高齢者が子どもと同
居する場合に、住宅価格の変動が親の消費に正

の影響を与えることを示した。これは、同居に

よって、高齢の親が成人した子どもから金銭的

援助を受ける代わりに孫の面倒を見るようなケ

ースが想定される。さらに、高齢の親は、住宅

を提供する見返りとして、同居する子どもから

家賃に相当する金額を受け取っている可能性が

ある。

こうしたケースでは、親は住宅を遺産とする

ことを条件として、死亡するまで子どもと暗黙

の年金契約を結ぶことにより長寿リスクに対し
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て保険をかけていると考えられる。Horioka
（2002）は、このような経路で親が住宅資産を
子どもに相続させるケースを家庭内リバースモ

ーゲージと呼んでいる。住宅の価値の増加は子

どもたちに親への援助を促す傾向があるので、

高齢者は家庭内の資金調達メカニズムを使用し

て消費の資金を得る。実際、Ohtake（1991）
は、子どもによる親への金銭的援助額は、親が

不動産資産を所有している場合に増加する傾向

があることを示した。

3 実証分析

3.1 実証モデル
単純なライフサイクルモデルから誘導型モデ

ルを定式化する（Attanasio et al. 2009）。各期
間の消費量は、ライフタイムを通じた資産の一

部である住宅資産の影響を受ける。消費関数は、

以下のように定式化される。

� ��􀀽��􀀫��� ��􀀫� ��
��􀀫� �􀀫��􀀫��� ⑴

ここで、� ��は �年の住宅所有者 �の⚑年当た
りの消費支出、� ��は自己報告による住宅価値

であり、住宅資産の代理変数である。� ��は他

の説明変数のベクトル、� �は家計の固定効果、

��は年次効果、���は誤差項であり、��、��、�は、

それぞれ推定されるパラメータのスカラーとベ

クトルである。このとき、⑴式で推定された係
数は与えられた独立変数が⚑単位変化したとき
の限界消費性向として解釈される。

モデルの推定に際しては、実証分析上の問題

に対処する必要がある。まず、リスクに対する

選好や金融リテラシーのような家計固定効果

（� �）は、消費に大きな影響を与える傾向があ

るが一般的には観測できない。そのため、⑴式
に対して固定効果モデル（Within 推定）を適
用し、観測できない要因をコントロールする。

第二に、自己申告による住宅価値は、住宅市

場が安定し価格に変動がなかったとしても、家

計が引っ越しやリフォームを行なった場合、そ

の変化に伴い変動する可能性がある（直井

2014）。したがって、使用するサンプルは、各

家計について直近の引っ越しまたはリフォーム

が行なわれたあとの期間についてのみ使用する。

これによって、住宅価値と高齢者の消費が同時

決定する可能性が低くなる。同様に、住宅資産

をなるべく外生的に捉えるためとして純資産で

なく総資産を用いる。住宅の価値から負債（住

宅ローン）を差し引いた純資産を用いる場合、

返済額を通じて資産価格を自分で変更可能にな

る1)。さらに住宅の価値と消費の間の逆因果関

係が存在する可能性を考慮して、消費支出額か

ら住宅関連費用（維持費）を除いている。

第三に、自己申告による住宅価値は、実際の

価格より楽観的な評価をするというシステマテ

ィックなバイアスを含んでいる可能性が高い。

実際、Kiel and Zabel（1999）は、平均的な住
宅所有者は5.1％ほど所有する住宅価値を高く
申告するとしている。もし、この測定誤差が消

費支出と相関している場合、自己申告の住宅価

値を使用するとバイアスが発生する可能性があ

る。しかし、Kiel and Zabel（1999）は測定誤
差が、住宅、その近隣属性や個人の特性と無相

関であることを示している。さらに固定効果推

定を行なうので、バイアスが時間について一定

であれば大幅に軽減される。

第四に、消費支出と住宅資産の両方を増加さ

せる交絡因子が存在する可能性がある（Ata-
lay et al. 2016）。そこで、住宅価値をマクロ経
済状況などの交絡要因と相関する予期される住

宅価値と、予期しない住宅価値に分離した分析

も行なっている。予期される住宅価値とそうで

ない価値を分離するため、Browning et al.
（2013）等で採用されている分析手法を用いる。
すなわち、⚓次の自己回帰過程（AR(3)）モデ
ルを、住宅所有者の自己申告による住宅価格の

自治体レベルの平均に適用し、推定されたパラ

メータを使用して、自己申告価格の理論値

（� ��）を推計する。理論値は、住宅価格のトレ

ンドをとらえており、実績値と理論値の差、す

なわち残差（� ��）を予期しない住宅価格を表す

変数として用いる。
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3.2 使用データと変数
本稿では、慶應義塾大学によって実施されて

いる日本パネル調査（JHPS/KHPS）を用いて
いる。JHPS/KHPSは、毎年⚑月に全国の家計
を対象に実施される大規模なパネル調査である。

JHPS/KHPS は、2004年に開始された調査と
（KHPS）、2009年以降に始まった調査（JHPS）
の⚒つの統計調査が2014年に統合されたもので
あり、どちらも当初のサンプルは約4000世帯で
あった。加えて、データの摩滅に対応して、

2007年と2012年にそれぞれ約1400と1000の新し
いランダムなサンプルが追加されている。

以下の分析では、2006年から2017年までの12
年間の JHPS/KHPS データを使用する2)。

JHPS/KHPSは、家計の消費支出、住宅の所有
形態、および自己申告による住宅価値に関する

詳細な情報、およびその他の家計属性について

も幅広い情報を有しているため、本研究のリサ

ーチクエスチョンに適している。

JHPS/KHPSでは、回答者に⚑月の消費支出
を報告するように求めているため、この値に12
を掛けることによって消費支出額を年換算して

いる。また住宅の価値については、持ち家所有

者に対して、「現在の市場価格（売るとした場

合の価格）はいくらくらいだと思いますか」と

いう質問が設けられており、その回答を自己申

告に基づく住宅価値としている。なお、住宅価

値は、土地と建物の価値の合計として定義する。

家計は、現在の住宅価格が変化したと認識した

とき、毎月の消費支出を変更し、それに応じて

年間消費支出を変更すると予想する。

これらの変数に加えて、金融資産、世帯収入、

回答者の年齢、世帯規模などを含む経済的およ

びデモグラフィックな特性に関連する世帯変数

を使用する。世帯収入は、すべての世帯員の年

間総収入として定義する。さらに、調査年と地

域のダミー変数を用いる3)。また、すべての金

額にかかわる変数については、消費者物価指数

を使用して2005年の価格に実質化している。
本研究では、回答者に子どもがいる場合とい

ない場合の⚒つのサブサンプルを用いた分析も
行なっている。JHPS/KHPSは、回答者に家族
の構成員について同居・別居にかかわらず、す

べて回答するよう求めている4)。

なお、本研究では、高齢者世帯を世帯主が60
歳以上である世帯と定義している。2013年に、
政府は雇用主に公的年金の対象を65歳以上に引
き上げると同時に、企業に65歳まで雇用を延長
するよう要請している。しかし、年金受給者は

前倒して60歳から減額された年金を受け取るこ
とが可能であるため、高齢者を60歳としている。

JHPS/KHPSに含まれる高齢回答者の標本サ
イズは⚒万3775である。本研究では、リバース
モーゲージの現行スキームにおいて、担保評価

が建物でなく土地に基づいているため、持ち家

一戸建て住宅の居住者のみを対象とした。また、

外れ値として敷地の自己評価額が100万円未満
の家計を除外し、前述したように直近の引っ越

しやリフォーム以降のサンプルのみを対象とし

たため、標本サイズは⚑万5582となる。各変数
に欠損値がある場合は分析から除かれるため、

最終的に9018のサンプル（2139世帯）を分析に
用いる。これらの標本のうち5129のサンプルが、
子どもがいると答えている（56.9％）。
表⚑に記述統計を示す。高齢者の年間消費支
出は平均で約340万円である。平均住宅価格は
約2610万円であり、金融資産の約1.3倍となっ
ている。多くの人が定年に達しているため、高

齢者の半分は無職となっている。表⚑から、子
どもがいない高齢者よりも子どもがいる高齢者

のほうがより消費支出が高く、評価の高い住宅

に居住していることが確認される。

3.3 推定結果
推定結果より、家庭内資金調達経路の存在を

検証する前に、⚓つの従来の経路（直接売却、
担保価値、交絡因子関係）を検討する。表⚒は、
すべてのサンプルを利用した推定結果を示して

いる。列[1]を見ると住宅価値の係数は統計的
に有意ではなく、高齢者の消費は住宅の価値の
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変化に反応しないことを示している5)。この結

果は、住宅の価値の増加が高齢者の消費に直接

的経路を通じて有意な影響を与えること示した、

直井（2014）および Hori and Niizeki（2019）
とは異なる結果となっている6)。

住宅所有者は、将来的に住宅をダウンサイジ

ングして移住する予定がないと消費を増加させ

ることはない。ここで用いたサンプルは、直近

の引っ越しまたは改築後に住宅に変化のない家

計に限定しているため、こうした直接経路を通

じて消費を増加させる可能性は小さくなる。さ

らに、高齢者の住宅所有者の転居率は低く、住

宅の売却もそれほど行なわれていない。本研究

で用いたサンプルでも、住宅所有者の将来の住

宅計画について、94.3％が「当面は計画なし」
を選択している。この点で、住宅資産が直接的

売却経路を介した住宅資産の消費へ影響は小さ

いと考えられる。

次に、金融市場を通じた住宅担保経路につい

て考えてみる。JHPS/KHPSは2016年調査でリ
バースモーゲージの利用可能性について回答者

に質問している。分析に用いたサンプルについ

て、利用可能性が「非常に高い」と答えた割合

が0.9％、「高い」と答えたのが10.8％となった。

しかし、実際に「使用した」と答えたのは

0.1％に過ぎない。
住宅の価値の係数が有意でないことは、交絡

因子による経路も成立しないことを示す。交絡

因子経路が機能していないことを確認するため、

ここでは賃貸住宅居住者についても同様の分析

を行なった。すなわち、交絡因子によって影響

を受けているとすると、住宅の価値の増加は住

宅所有者だけでなく、賃貸居住者の消費も増加

させる。結果については割愛しているが、居住

地域における住宅価値の平均が消費に与える影

響を検証したところ、賃貸住宅居住者について

も有意な結果は得られなかった。

一方で、高齢者世帯で流動性制約がない場合、

予期しない変化だけが消費に影響を与える可能

性がある。表⚒の列[1]での推定に用いた住宅
価値には、予期される価値変化と予期されない

変化の両方が含まれている。列[2]では、3.1節
で説明した自己申告の価値の推計値から求めた
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表⚑ 主な変数の記述統計

変数 全サンプル
サブサンプル

子どもあり 子どもなし

消費（千円）
3417.53
(2427.12)

3686.47
(2688.25)

3062.83
(1977.21)

住宅価値（百万円）
26.08
(25.13)

27.8
(26.74)

24.8
(22.77)

世帯特性

金融資産（百万円）
20.81
(26.64)

20.21
(27.22)

21.58
(25.82)

収入（百万円）
6.18
(5.10)

7.18
(5.49)

4.87
(4.18)

無職（ダミー）
0.51
(0.50)

0.45
(0.50)

0.60
(0.49)

世帯規模(人)   
2.74
(1.28)

3.31
(1.39)

2.00
(0.50)

N   9018 5129 3889

注）括弧内は標準偏差。

表⚒ 住宅価値の高齢者支出への影響（固定効果）

[1] [2] [3]

住宅価値
5.060
(3.765)

予期しない住宅
価値

2.175
[2.658]

2.385
[2.541]

予期される住宅
価値

8.212
[37.506]

世帯特性

金融資産
7.012***
(2.593)

7.115***
[2.428]

7.128***
[2.405]

収入
57.689***
(14.177)

49.231***
[10.194]

49.279***
[10.129]

無職
-177.450*
(93.868)

-202.022*
[109.124]

-203.310*
[110.982]

世帯規模
245.323***
(44.827)

229.535***
[54.005]

228.753***
[53.825]

都市規模 〇 〇 〇

年 〇 〇 〇

Within R2 0.027 0.022 0.022

N 9018 8068 8068

注）括弧内は世帯ごとの不均一性を考慮した頑健標準誤差。
中括弧内はブートストラップ標準誤差（世帯ごとに500回
繰り返す）。***と *はそれぞれ有意水準⚑％と10％水準で
有意であることを示す。



予期しない変化を用いて分析を行なっている。

自治体レベルでの自己申告理論値は、表⚓に示
されている AR(3)過程から推計している。た
だし、AR(3)過程を適用したため、利用できる
データは2009年からとなる。その結果、列[1]
と比べて主な推定結果に大きな違いは見られず、

予期しない住宅価値についても、有意に推定さ

れていない。列[2]の推定結果に予期可能な住
宅価値（住宅価値の予測値）を追加した列[3]
についても、住宅の価値は消費に影響しないこ

とが示されている。こうした推定結果から、直

接売却経路、担保経路、一般的な交絡経路のい

ずれも高齢者の消費に影響を与えないことが確

認された7)。

つぎに、家庭内資金調達経路について着目を

する。住宅資産を遺贈する代わりに、子どもか

ら財政的支援を得ることという経路の存在を検

証するため、サンプルを子どもがいる世帯とい

ない世帯に分割し推定を行なった（表⚔）。
その結果、子どもがいる高齢者において、住

宅価格の消費に対する有意な正の影響を示して

いる（パネル A の列[1]）。これは、家族内資
金調達経路を支持する結果となっている。3.1
節で述べたように、この推定値は住宅資産の限

界消費性向として解釈することができる。すな

わち、住宅価値が100万円増加すると消費量が

約⚑万200円増加し、このとき限界消費性向は
0.01となる。先行研究では、限界消費性向は
0.007～0.06程度の数字が示されており、妥当
な大きさとなっている（Angrisani et al., 2019;
Atalay et al. 2016; Hori and Niizeki 2019）。
この結果により、子どもがいることで家庭内

資金調達経路が機能し、住宅資産の限界消費性

向が大きくなることが確認された。住宅価格の

予期しない変化を使用したパネル Aの列[2]と
[3]の結果についてもほぼ同様の結果となって
いる。列[3]における、予期される住宅価格の
係数が統計的に有意ではないため、高齢者の消

費の増加が主に住宅価格の予期しない変化によ

ることが示されている。

子どもがいない場合（パネル B）については、
予想通り住宅価値の変化が消費へ与える影響は

小さい（列[1]）。ただし、住宅価値の予期しな
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表⚓ 住宅価値の AR(3)推定結果

住宅価値

t-1
0.170***
(0.029)

t-2
0.044**
(0.021)

t-3
0.053***
(0.018)

定数項
18.835***
(1.501)

年 〇

N 3357

注）括弧内は頑健標準誤差。Nは地方自治体の数。モデル
は Arellano-Bond動学パネル GMM推定量を用いて推定。
***と **はそれぞれ⚑％と⚕％水準で有意であることを表
す。

表⚔ 子どもの有無別推定結果

[1] [2] [3]

(A)子どもあり

住宅価値 10.155*
(5.762)

予期しない住宅価値 6.836*
[3.780]

8.432**
[3.691]

予期される住宅価値 61.403
[57.563]

Within R2 0.037 0.029 0.028

Observations 5129 4584 4584

(B)子どもなし

住宅価値 -5.240
(3.788)

予期しない住宅価値 -7.623**
[3.477]

-8.813***
[3.383]

予期される住宅価値 -44.514
[53.841]

Within R2 0.017 0.017 0.016

N 3889 3484 3484

注）カッコ内は世帯をクラスターとする頑健標準誤差を示
す。中カッコ内は世帯ごとの500回のブートストラップ標
準誤差。追加的なコントロール変数として、世帯特性、
都市規模、年次ダミーが含まれている。少なくとも一人
子どもがいれば子どもありの高齢世帯と定義する。***, **,
** は、それぞれ⚑、⚕、10％水準で有意であることを示
す。



い変化が負の有意な影響を持つ（列[2][3]）。
これは、住宅の現在価値の上昇が将来の生活費

の上昇期待をもたらし負の代替効果を誘発した

と解釈できる（Campbell and Cocco 2007）。
2015年の日本創成会議の報告によれば、今後10
年首都圏の介護施設のベッド数が大幅に不足す

るとされている。住宅価格は介護施設の料金と

正の相関関係があると考えられ、介護施設への

住み替えを考えている高齢者は、将来の支出の

ために現在の消費を控える可能性がある。

ただし、この推定結果からは、親が住宅を残

す見返りに子どもから本当に現金を受け取って

いるかどうかは明らかではない。幸い、JHPS/
KHPSでは親が存命の場合、親への経済的援助
額と、将来実家を相続する可能性の有無につい

ての質問を設けている。そこで、相続の可能性

の有無ごとに援助額の平均を比べたところ（表

⚕）、実家の相続可能性のある子どもは、そう
でない人よりも、親への財政的援助をする割合

が高く、金額も大きいことが示されている。

4 結論

本研究では、JHPS/KHPSパネルデータを使
用して、60歳以上の高齢世帯の消費決定におけ
る住宅資産の役割を検証した。ここでは非公式

の金融市場すなわち、家庭内資金調達経路の役

割に焦点をあて分析を行なった。高齢の住宅所

有者は、住宅資産を遺産として残す代わりに、

子どもから資金援助を受ける。分析の結果、子

どもがいる高齢住宅所有者で、消費に対する住

宅価格の正の影響が確認された。ただし、その

影響はそれほど大きくはなく、住宅資産の限界

消費性向は0.01程度と先行研究とも整合的な値
となった。

高齢者の消費決定における住宅資産の役割は、

住宅資産の現金化を通じて、高齢者の経済的困

窮を解決する手段としてだけでなく、社会保障

制度の財政難を解消する手段として、研究者や

政策立案者から注目を集めている。ここでの実

証結果は、家庭内資金調達経路により子どもを

持つ高齢者が住宅資産を活用できることを示唆

している。しかし、次の⚒つ理由により、利用
は容易ではない。第一に、長期にわたる日本の

景気低迷により、成人した子ども世帯のうち高

所得層の割合が減少していることがある。子ど

も世帯には、将来、実家を相続する見返りとし

て両親を経済的に助ける余裕はないかもしれな

い。第二に、以前より子どもを持たない夫婦が

増えていることがある（中村・菅原 2016）。当
然、子どもがいない高齢者は家庭内資金調達経

路を利用することはできない。

高齢者の住宅資産を十分に活用するためには、

家庭内の経路だけに頼らずに、今後リバースモ

ーゲージやセールリースバックといった金融市

場の整備が重要である。

＊本稿は、Housing Studies に掲載された Iwata and
Yukutake（2020）を翻訳・改訂し、二次出版したも
のである。また、住宅経済研究会では、諸先生より
本稿の執筆にあたり貴重なコメントをいただいた。
本研究は、公益財団法人日本住宅総合センターのプ
ロジェクトの一部を発展させたものである。研究の
一部は科研費 16K03616, 17H00988の助成を受けた。
なお、本稿における誤りは著者に帰すものである。

注
⚑）本研究で用いた標本のうち85.7％（N＝7728）が、
すでに住宅ローンを支払い終わった住宅所有者であ
る。そのため、分析は住宅ローンを保有している家
計の影響はそれほど受けない。実際、純住宅資産を
用いた分析では総住宅資産と同様の結果が得られて
いるがその係数は小さい。

⚒）この間に、日本は世界金融危機と東日本大震災の
ため、予期しない住宅価格の下落を⚒度経験してい
る。

⚓）分析には、地域固有のマクロ経済的なショックを
考慮するため、地域ダミー（⚗地域と⚓都市規模）
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表⚕ 相続可能性の有無別親から子への年間援助額

相続可能性あり 相続可能性なし

平均（1000円）
95.02

(561.78)
54.35
(528.59)

援助をする子どもの
割合

16.55 11.05

N 15626 24081

注）カッコ内は標準偏差を表す。



と年次ダミーのクロス項も用いた分析を行なってい
るが、ベンチマークとしている推定結果とそれほど
大きな違いはない。

⚔）高齢者が子どもと同居する場合、消費支出には子
ども世帯の消費を含む可能性がある。世帯収入、住
宅資産、金融資産についても同様である。

⚕）金融資産や年収といった経済的変数については、
消費支出に対して有意に正の影響を有している。こ
れは流動性が増加した一部を消費しているものと考
えられる。

⚖）直井（2014）および Hori and Niizeki（2019）は、
高齢住宅所有者が若年世代に比べて住宅価値の増加
により大きく反応することを示した。同様のことを
確認するために、本研究においては40歳未満、40-59
歳未満のサブサンプルについて分析を行なったとこ
ろ、住宅の価値の係数はいずれも有意に推定されな
かった。

⚗）かわりに、利他的な遺産動機を持つ高齢者の存在
の可能性が考えられる。こうした高齢者は子どもか
らの金銭的な援助なしに住宅を遺産として子どもに
残す。ただし、Horioka（2002）によれば、日本では
利己的な動機が支配的であることが示されている。
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東京圏における人口分布の構造
変化
福田 紫

1 研究の背景

戦後のわが国の経済発展は、都市化の進展に

伴って実現した。地域間の人口格差は、経済活

動の差と密接につながっており、おおむね、人

口規模の大きな都道府県で県内総生産も大きく

なっている。特に、経済成長に伴って農村から

都市部に人口が集中するなか、東京圏（埼玉県、

東京都、千葉県、神奈川県）など大都市圏への

集中が近年顕著となっている。都市への集中は、

集積の利益という面では経済効率を高める。他

方、過度の集中は、混雑現象などによる外部不

経済をもたらすだけでなく、負の外的ショック

に対するリスクを高める懸念がある。新型コロ

ナウイルス感染症のパンデミックが発生し、人

が集中する都市部のリスクが露わになったこと

はその典型的な事例である。感染症のパンデミ

ックを受けて、東京都から人口が流出するとい

う現象も一部にはみられる。しかし、

人や企業の集積は幾分落ち着いたとは

いえ、いまだ東京都に企業や人が集中

しているのが実情である。

もっとも、東京圏のなかでは、1980
年代から1990年代にかけて、中心部で
は人口が減少（郊外分散型）した一方

で、1990年代後半になると、中心部で
人口増加（都心回帰型）がみられた。

これまでの研究では、人や企業が都市

部に集まる理由として、規模の経済、

比較優位、集積の経済や公共財の観点

から論じられてきた。これに対して、本稿では、

東京圏の人口分布が1990年代半ばを境に郊外分
散型から都心回帰型へとシフトした構造変化の

要因を、「地代の弾力性」という観点から分析

する。性質が似たような都市であっても、容積

率などの規制緩和によって、土地の利用価値が

異なる場合がある。特に、1997年の建築基準法
改正や都市計画法改正による規制緩和は、都心

部におけるタワーマンションの建設を容易にす

るなど、土地の利用価値に大きな構造変化をも

たらし、東京圏の人口分布に大きな影響をもた

らした可能性がある。

東京圏の人口分布をみると、1980年代から
1990年代半ばにかけては、バブル期を除くと、
埼玉県、千葉県や神奈川県で大きく人口が増加

したのに対して、1990年代後半以降では、一転
して東京都の人口が増加している（図⚑）。
以上のような郊外分散型から都心回帰型への
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図⚑ 東京圏における人口推移（前年差）

出所）総務省「住民基本台帳」



シフトは、バブル崩壊後に地価が下落したこと

によるものとは考えにくい。というのも、1990
年代後半、中央区や港区、千代田区といった中

心部の地価が上昇しているにもかかわらず、中

心部の人口も増加したからである。より大きな

問題は、地価は外生的に変化するものではなく、

都市圏内の人口動態によって大きく影響を受け

る内生変数であることである。このため地代が

内生的に決定される一般均衡モデルを用いて、

人口分布の構造変化が生じたメカニズムを検証

することは意義深い。

本稿では、1980年代から現在までの間に起き
た地代や地価の変動が都市圏に住む人々の居住

地選択に影響を与えたかどうかを理論・実証的

に分析する。理論編では、中心からのアクセス

コスト1)が異質な地区を持つ都市モデルを検討

する。本モデルでは、都市圏の中心には中心業

務地区（CBD: Central Business District）があ
り、同質な個人は CBDから放射上に広がる地
区から CBDにコストをかけて通勤し、働き、
一定の所得を得る。また、地代は土地市場の需

要と供給を一致させるように変動し、アクセス

コストが大きい郊外の土地は需要が小さく、地

代も低くなる一方、アクセスコストが小さい中

心部の土地は需要が大きく、地代も高くなる。

各個人は、このようなアクセスコストと地代と

いうトレードオフのもとで、効用を最大化でき

る居住地を選択する。それによって地域差の調

整がなされ、都市圏内のどこに立地しても得ら

れる効用水準が都市圏外に立地したときの効用

水準に等しくなる立地均衡が成立する。

理論編では、このような立地モデルにおいて、

経済成長が続いた場合、中心部と郊外における

人口増加の度合いを分析する。分析の結果、地

代の弾力性が⚒未満ならば都心回帰型、地代の
弾力性が⚒より大きければ郊外分散型であるこ
とが明らかにされる。特に、土地利用に関する

規制が緩和された場合、地代の弾力性が低下し、

人口が中心部でより増加する傾向にあることを

示す。

実証編では、市区町村別の人口・地価データ

を用いて、本理論モデルの妥当性を検証する。

サンプル期間は1981年から2018年で、構造変化
をみるために、1990年代半ばでサンプルを分割
する。第⚑期間は東京圏の地価が高騰した
1981～1992年、第⚒期間は東京圏の地価が安定
的に推移していた1996年から2018年である。推
計の結果、人口に対する地価の弾力性は、1990
年半ば以前は⚒以上、1990年半ば以降は⚒未満
になったことが明らかにされる。また、1990年
半ばまでは郊外の人口が、1990年半ば以降は中
心部の人口がより大きく増加したことが示され

る。これら実証分析の結果は、理論モデルと整

合的である。

都市圏の人口分布に関する研究は多数存在す

る。例えば、Fujita and Ogawa（1982）は、
CBDではなく、副都心などさまざまな都市形
態が存在すると仮定し、中心を明示せずに都市

構造の形成メカニズムを明らかにした。Hatta
and Okawara（1993）は、他国と比較して東京
圏は人口規模が大きく、地価が高い理由は、通

勤手当や交通の便が良いためであることを示し

た。Merriman and Hellerstein（1994）は、首
都圏における通勤コストの上昇が住宅価格の低

下と賃金の上昇という形で得られることを示唆

した2)。また、Kanemoto et al.（2006）は、ヘ
ンリー・ジョージ定理を用いて、わが国の都市

圏における地価総額とピグー補助金総額の比率

を計算し、他の都市圏と比較して東京圏の都市

規模が過大であるとした。Kawabata and Abe
（2018）は、東京圏における女性の就業形態の
違いと通勤時間の関係を分析した。Sadayuki
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（2018）は、東京の賃貸住宅データを用いて、
鉄道と地下鉄の駅の集積が近隣の賃貸価格に与

える影響を考察した。しかし、いずれの研究も

本稿とは異なり、首都圏内における人口分布の

あり方が地価の弾力性の変化に応じて変わると

いう構造変化に言及していない。

2 モデル

2.1 モデルの設定
本節では、人口集積が起こるメカニズムを

Alonso（1964）、Epple et al.（1984）や Kane-
moto（1980）などの古典的住宅立地モデルを
応用して理論的に考察する。以下で考察する都

市には、全部で �個の地区が存在し、各地区 �

（��� �� …� �）の人口は ��で表される。地区ご

とで人口や中心部へのアクセスコストは異質で

あるが、個人（＝住民）はすべて同質で、所得
�の下で同一の効用関数を最大化するように、

異なる地区間を自由に移動する。各個人は、都

心へのアクセスコストと土地の広さのトレード

オフを考慮して、域内に放射上に立地する土地

を選択する。一方、地代が土地市場の需要と供

給を一致させるように変動し、都心へのアクセ

スコストにおいて異質である地区間の調整がな

される。

各地区の個人の効用は、敷地面積 �、（その

他すべての消費財を表す）合成消費財 � のみ

に依存する。簡単化のため、所得効果を無視で

きる準線形効用関数を仮定する。

���� �� 􀀽 ����􀀫� ⑴
ただし、�������かつ �������

地区 � の個人は、合成消費財の代金や地代

に加えて、中心部へのアクセスコスト��を支

払う必要がある。一方、個人の所得については

不在地主3)を仮定し、その値はこの都市の各地

区の人口には依存しない一定の値 �をとるも

のとする。このとき、合成消費財の価格を⚑と
し、地区 �の地代を��で表すと、個人は、

�􀀫���􀀫��􀀽� ⑵
という予算制約式の下で、効用関数⑴を最大化

する。

効用最大化の一階の条件から、個人が選択す

る敷地面積に対する需要 �と地代��の間には、

��������という関係が成立する。以下では、

各地区の敷地の供給量は、人口が多いほど高層

住宅などが建設されることで大きくなると考え、

住民数 ��の増加関数 �����と表されるとする

（ただし、��������および��������）。このと

き、地区 � の⚑人当たりの敷地面積はこれを
住民数 ��で割った� 􀀽 �����􂉡

�����
��

となる

(ただし、�������� および ��������）。したが

って、この都市の土地市場の均衡では、

��􀀽��􎜀�����􎜐 ⑶
という関係が成立する。ここで、�������であ

ることから、この都市の地代 ��は、�����の減

少関数、すなわち人口 ��の増加関数となるこ

とが確認できる。また、⑶式より、人口増加に
対する地代の弾力性は

���

���

��

��

􀀽
����������􎜀�����􎜐

��􎜀�����􎜐
⑷

と表される。

2.2 人口移動の決定条件
都市内外の移動は自由で、個人は移動コスト

を払うことなく他の都市からこの都市の各地区

に移り住むことができるだけでなく、各地区か

ら別の地区あるいは別の都市にも住むことも可

能であるとする。

簡単化のため、個人が他の都市に住んだ時に

は、�􂈒��より大きく、この都市の各地区の人

口 ��（���� �� …� �）とは無関係な一定の効用

��を得るものとする（このことは、この都市

の規模が他の都市の規模に比べて十分に小さい

ことを意味する）。一方、個人がこの都市に住

んだ場合の効用 ����� ��は、⑵式、⑶式、およ
び �����を使うと、

��􎜀�� �􎜐􀀽�􂈒��􂈒��􎜀�􎜀��􎜐􎜐�􎜀��􎜐

􀀫�������� ⑸
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と書き表すことができる。したがって、都市内

外の移動は自由であることから、内点解を仮定

すると、都市間の人口移動による調整が行なわ

れた後の均衡条件（����� �����）は、

�􎜀��􎜐􀀽��􀀫��􀀫�� ⑹
となる。ただし、

�􎜀��􎜐�􂈒��􎜀�����􎜐�����􀀫��������

とする。このとき、⑹式が、この都市の地区 �

の人口 ��を決定する式である。

�������および ��������であることから、

�����が ��の減少関数（すなわち、�� ������）

であることは容易に確認できる。また、�����

が稲田条件(����� 􎴅��� 􎜀��􎜐􀀽􂈒�かつ ����� 􎴅􎨫􎸞

�� 􎜀��􎜐􀀽�）を満たす場合、安定均衡 ��は常に

一意に存在することを示すことができる。

2.3 比較静学
�� ������より、⑹式は、��の均衡が �の増

加関数、��の減少関数であることを示してい

る。これは、高所得であるほど、また都市圏の

中心に近いほど地区 �の人口が多くなること

を意味する。しかし、都市圏の相対的な経済成

長に伴って、どの地域の人口がより増えるかは

明らかではない。これは、⑹式より

����

�����
􀀽

������
���􎜀��􎜐�

� ⑺

が導かれるからである。上式では、���􎜀��􎜐�
�􀀼􀀰

であるが、

��􎜀��􎜐􀀽�������􀁽
�􎜡􂈒����􎜀�����􎜐�����

􂈒��􎜀�����􎜐􎝁�􀀫
�����������

��������
� �􎜱 ⑻

となるため、��􎜀��􎜐の符号は明らかではない。

このため、��􎜀��􎜐􀀾�のとき、 ����

�����
��、一

方で ��􎜀��􎜐��のとき、 ����

�����
��となる。

��が小さいと、地区 �は中心部にあること

を意味する。したがって、経済が成長すると、

��􎜀��􎜐􀀾�の場合に都心回帰型、��􎜀��􎜐􀀼�の場

合に郊外分散型であることがわかる。これは、

個人が住む地域を選択する際、アクセスコスト

��と地代 ��のトレードオフに直面しているか

らである。したがって、地代が人口増加に対し

て弾力的でなければ、より多くの人々が中心部

に移住するが、地代が人口増加に対して弾力的

であれば、郊外に住む人が増えることになる。

2.4 効用関数の特定化
これまでの節では、効用関数 ����� ��は二階

連続微分可能であり、�の増加関数で稲田条件

を満たすという弱い仮定のもとで分析を行なっ

てきた。本節では、効用関数を特定化すること

で分析を精緻化する。具体的には、以下のよう

な代替の弾力性が一定の CRRA（Constant Re-
lative Risk Aversion）効用関数を仮定する4)。

������
��􎸒�

�􂈒� ⑼

ただし、���かつ ���である。この効用関

数のもとでは、⑶式から ��􀀽�􎜀�����􎜐
􎸒�となる

ので、次のように人口増加に対する地代の弾力

性を得ることができる。

��

���

���

��

��

􀀽 􂈒�
��������

�����
⑽

⑹式から、�����􀀽� �
�􂈒� �����

�􎸒�と表記でき

る。したがって、人口増加に対する地代の弾力

性 が ��􂈒 ��������

������
の 時 ������ が 正、��

􂈒 ��������

������
の時 ��􎜀���は負であることがわか

る。特に、各地区の敷地の供給量 �����がその

地区の住民数 ��とは独立で一定の値 �をとる

とき、�����􀀽����となることから、人口増加

に対する地代の弾力性が �����の時 ������

が正、�����の時 ������は負であることがわ

かる5)。

各地区の敷地の供給量が一定の値 �をとる

とき、効用関数⑼式を用いると、⑹式から

��􀀽􎜂 �􂈒�
�

�􂈒��􂈒��

� ��􎸒� 􎜒
�

�􎸒�
を導ける。

2.5 規制緩和と人口動態
これまで、各地区の敷地の供給量 �����の関
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数形を所与として議論を進めてきた。しかし、

関数形は土地利用に関する規制によって変化す

ると考えられる。例えば、建物の高さが厳しく

規制されていた場合、敷地の供給量は各地区の

土地面積に制約されるため、住民数 ��とは独

立な一定の値をとると考えられる。これに対し

て、建物の高さ規制が緩和され、高層住宅の建

築が可能となった場合、敷地の供給量は人口密

度が高い地区（＝中心部に近い地区）ほど土地
面積より大きくなると考えられる。実際、1997
年に建築基準法や都市計画法が改正されたこと

で容積率が緩和され6)、タワーマンションが建

てやすくなった。この法改正を契機に2000年以
降、本格的な「大規模開発・超高層タワーマン

ション」ブームが到来し、都心のベイエリアを

中心に多くの超高層マンションが供給された。

そこで以下では、各地区の敷地の供給量を

����� 􀀽� ��
�（ただし、�����） ⑾

とし、�の値の変化が中心部と郊外の人口増加

にどのような影響を与えるかを考察する。�が

⚐のとき敷地の供給量は一定の値 �をとる一

方、�の値が大きくなるにつれて敷地の供給量

は人口 ��の増加に応じてより弾力的に増加す

るため、�は土地利用に関する規制緩和の度合

いを表すパラメータと考えることができる。

このとき、地区 � の⚑人当たりの敷地面積
は、�����􂉡� ��

�􎸒�となるので、⑽式より人口
増加に対する地代の弾力性は以下のようになる。

�􂉡

���

���

��

��

􀀽��􂈒��� ⑿

⑹式から �����􀀽
�

�􂈒� �������
��􎸒����􎸒��となる

ので、�� 􎜀��􎜐􀀽���􂈒��� ��􂈒��􂈒���􂈒������􎸒�

��
��􎸒����􎸒��􎸒�が導かれる。したがって、����􂈒��

� ��􂈒��の時 �� 􎜀��􎜐が正、�� ��􂈒��� ��􂈒��の

時 �� 􎜀��􎜐は負であることがわかる。

以上の結果は、同じ効用関数のパラメータ �

のもとでも、土地利用規制が緩和され、パラメ

ータ � の値が増加するにつれて、人口増加に

対する地代の弾力性 � が低下すると同時に、

�� 􎜀��􎜐が正になり、成長に伴って郊外よりも中

心部で人口が増加する傾向が高まることを示唆

する。

例えば、効用関数のパラメータ � が⚒より
大きい一定の値をとるものと仮定しよう。この

とき、土地利用規制が厳しく、パラメータ �

の値が非常に小さい場合、人口増加に対する地

代の弾力性が⚒を超えると同時に、�� 􎜀��􎜐は負

となり、成長に伴って中心部より郊外で人口が

増加する。しかし、土地利用規制が緩和され、

パラメ－タ � の値が上昇すると、人口増加に

対する地代の弾力性が⚒を下回るだけでなく、
��􂈒�����􂈒�� が増加することで �� 􎜀��􎜐は正と

なり、成長に伴って郊外より中心部で人口が増

加することになる。この結果は、土地利用に関

する規制緩和が、人口増加に対する地代の弾力

性を低下させることで、これまで郊外でより増

加していた人口が、中心部でより増加するよう

になる可能性があることを示唆している。

3 実証分析

3.1 地価と人口の関係
前節では、異質な地域を持つ大都市圏のモデ

ルを用いて、経済成長が続く限り、地代が人口

増加に弾力的でなければ都心回帰型、地代が人

口増加に弾力的である場合に郊外分散型になる

ことを明らかにした。また、その関係は、土地

利用に関する規制の度合いに大きく依存するこ

とを示した。本節では、わが国最大の都市圏で

ある東京圏における市区町村パネルデータを用

いて本理論モデルの妥当性を検証する。

以下では、1981年から2018年までのサンプル
期間を⚒分割する。具体的には、第⚑期間は、
東京圏のほとんどの市区町村で地価が上昇した

1981年から1992年、第⚒期間は、東京圏の多く
の市区町村で地価が下落した1996年から2018年
とした（1993年から1995年は、バブル崩壊に伴
って地価が急落したため、サンプル期間から除

外した）。
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分析では、市区町村別のパネルデータを使用

し、以下の固定効果モデルで人口増加に対する

地価の弾力性を推定した。

�� 􎜁 ������ �� �

������ �� �􎸒� 􎜑 ������������� 􎜁 ��� �� �􎸒�

��� �� �􎸒� 􎜑
�� � �� ��� ��� ��� �� � ⒀

ただし、������ �� �は市区町村 �における �期

の地価、��� �� �は市区町村 �における �期の人

口、� �� �は市区町村 �における �期のコントロ

ール変数、� �は市区町村 �の固定効果、� �は �

期の固定効果、そして、� �� �は誤差項である。

固定効果モデルでは、� �は地域固有の効果、

例えば地理的特徴や、自治体独自の税制、その

他の制度的要因をコントロールできる。また、

� �は金利の変化や1980年後半の投機的バブル
を含む様々なマクロ経済ショックの時間を通じ

た効果もコントロールできる。なお、同時性バ

イアスを防ぐために、人口の説明変数は⚑期前
の対数差分 ��􎜁 ��� �� �􎸒�

��� �� �􎸒� 􎜑とした。
一定の割引率 �を持つ割引現在価値モデルで

は、地代の期待値が静学的な場合、������ �� ��
���� �� �

� となる。つまり、「地価は将来地代の割

引現在価値に等しい」という伝統的な地価形成

理論である。このため、������ �は期間 � にお

け る 市 区 町 村 � の 地 代 と す る と、

�� 􎜁 ������ �� �

������ �� �􎸒� 􎜑���􎜁 ���� �� �

���� �� �􎸒� 􎜑となる。したが
って、割引率 �の時間を通じた変化を固定効果

� �でコントロールすれば、⒀式に含まれる弾
力性 � は、人口増加に対する地代の弾力性と

ほぼ等しいと考えることができる。

推定では、旧都庁から50㎞以内に公示地価の
測定地点がある市区町村を分析の対象とした。

ただし、分析期間中に合併した市町村（自治体

規模が大きいさいたま市を除く）は除外した。

コントロール変数 � �� �には課税所得の成長率、

または納税者一人当たり課税所得の成長率のい

ずれかを用いた。人口（外国人を除く）のサン

プル期間は、1981年⚓月31日～2017年12月31日
で、総務省「住民基本台帳｣7)から入手した。

また、地価は、各市区町村の住宅地の平均地価

（⚑月⚑日時点）を表しており、国土交通省
「地価公示」よりダウンロードした。さらに、

課税所得は、総務省『市町村税課税状況等の

調』から入手した。

表⚑は、⒀式の推定結果である。推定Ⅱには
課税所得をコントロール変数として加えた。コ

ントロール変数の有無にかかわらず、人口に対

する地価の弾力性 � は常に有意であった。さ

らに � は、第⚑期間では⚒以上であったが、
第⚒期間では⚒未満となり、1990年半ば以前と
それ以降で構造変化が起きていた。片側Wald
検定でも、�は、第⚑期間では⚕％有意で⚒以
上、第⚒期間では⚑％有意で⚒未満となった。
つまり、1990年前半までは人口増加に対して弾
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表⚑ ⒀式の推計結果

（1）1981年から1992年

変数 I Ⅱ

定数項
0.068

(7.712)***
0.087

(13.95)***
0.117

(7.167)***
0.099

(6.388)***

log(人口(- 1 )/
　人口(- 2 ))

4.187
(7.771)***

2.705
(6.991)***

4.762
(8.505)***

2.878
(6.607)***

log(x(- 1 )/
　x(- 2 ))

-0.657
(-3.56)***

-0.169
(-0.862)

時間の固定効果 no yes no yes

自由度調整済決
定係数

0.058 0.557 0.068 0.557

観測数 1294 1294 1294 1294

Wald検定
( γ = 2 )

16.473*** 3.322** 24.336*** 4.060**

（2）1996年から2018年

変数 I Ⅱ

定数項
-0.025

(-20.51)***
-0.027

(-35.20)***
-0.024

(-21.04)***
-0.026

(-34.16)***

log(人口(- 1 )/
　人口(- 2 ))

0.626
(3.716)***

1.056
(9.804)***

-0.184
(-1.161)

0.709
(6.031)***

log(x(- 1 )/
　x(- 2 ))

0.638
(21.749)***

0.234
(7.004)***

時間の固定効果 no yes no yes

自由度調整済決
定係数

0.098 0.656 0.247 0.663

観測数 2500 2500 2500 2500

Wald検定
( γ = 2 )

66.409*** 76.918*** 76.380*** 120.667***

注）括弧内は �値。*** が⚑％有意、** が⚕％有意、* が10％
有意。

注）括弧内は �値。*** が⚑％有意、** が⚕％有意、* が10％
有意。



力的であった地価が、1990年半ば以降は弾力的
でなくなったと言える。この結果は、推定期間

を変化させても頑健であった。

3.2 東京圏における郊外分散型から都心回帰型
への構造変化

3.1の実証分析では、1990年半ば以前には人
口増加に対して弾力的（弾力性が⚒以上）であ
った地価が、1990年半ば以降、非弾力的（弾力
性が⚒未満）となったことを示した。この結果
と⚒節の理論モデルの結果から、1990年半ば以
前は郊外分散型、1990年半ば以降は都心回帰型
であることが示唆される。そこで、本節では、

これが正しいかどうかを検証すべく、中心部か

らの距離に応じて人口分布が時代を通じてどの

ように変化したかを分析するため、東京圏のパ

ネルデータを用いて、以下の式を推定した。

�� 􎜂 ��� �� �

��� �� �􎸒� 􎜒����������� �������� ��� � �� �

����� �� � ⒁

ただし、�������� �は中心部から市区町村 � ま

での距離、��� �� �は市区町村 � の � 期における

人口、� �� �は市区町村 �の �期のコントロール

変数、そして、��は �期の固定効果である。

使用するデータは、3.1で使用したものと同
じである。1981年から1992年および1996年から
2018年のそれぞれについて、⒁式を推定した。
⒁式の注目すべき変数は�������� �である。旧

東京都庁から各市区町村の役所や役場までの最

短距離によって定められている。人口が郊外で

より増加する場合、�������� �の係数は有意に

正となる一方で、人口が中心部でより増加する

場合、�������� �の係数は有意に負となる。

表⚒は、推計結果をまとめたものである。さ
まざまなマクロ経済ショックの影響をコントロ

ールするために、固定効果��を含めた。また、

推定Ⅱでは課税所得の成長率をコントロール変
数に含めた。コントロール変数の有無にかかわ

らず、�������� �の係数は第⚑期間では有意に
正、第⚒期間では有意に負となった。言い換え

ると、東京圏では、1992年までは郊外分散型で
あったが、1996年以降は一転して都心回帰型に
なったことが示唆される。この結果は、サンプ

ル期間を変えても頑健であった。

4 まとめと政策的インプリケーション

本稿では、東京圏の人口に対する地代の弾力

性が、中心部と郊外の人口分布に与える影響を

検討した。理論編では、人口増加に対して地代

が弾力的である場合には郊外分散型、地代が弾

力的でなければ都心回帰型であることを明らか

にした。特に、土地利用に関する規制が緩和さ

れた場合、地代の弾力性が低下し、人口が中心

部でより増加する傾向が高まることを示した。

市区町村レベルのパネルデータを用いて理論モ

デルの妥当性を検討したところ、人口増加に対

する地価弾力性は、1990年半ば以前は⚒以上、
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表⚒ ⒁式の推計結果

（1）1981年から1992年

変数 I Ⅱ

定数項
-0.001

(-1.690)*
-0.001

(-1.710)*
-0.014

(-12.37)***
-0.023

(-19.26)***

距離
0.421

(18.712)***
0.421

(18.932)***
0.368

(17.469)***
0.330

(17.047)***

log(x(- 1 )/
　x(- 2 ))

0.165
(15.293)***

0.282
(22.479)***

時間の固定効果 no yes no yes

自由度調整済決
　定係数

0.210 0.235 0.329 0.448

観測数 1320 1320 1320 1320

（2）1996年から2018年

変数 I Ⅱ

定数項
0.009

(28.607)***
0.009

(28.921)***
0.008

(27.656)***
0.007

(27.064)***

距離
-0.125

(-15.36)***
-0.125

(-15.53)***
-0.108

(-13.82)***
-0.090

(-12.26)***

log(x(- 1 )/
　x(- 2 ))

0.070
(16.929)***

0.144
(26.097)***

時間の固定効果 no yes no yes

自由度調整済決
　定係数

0.082 0.110 0.172 0.294

観測数 2640 2640 2640 2640

注）括弧内は �値。*** が⚑％有意、** が⚕％有意、* が10％
有意。

注）括弧内は �値。*** が⚑％有意、** が⚕％有意、* が10％
有意。



1990年半ば以降は⚒未満となった。また、1990
年半ばまでは郊外の人口が、1990年代半ば以降
は中心部の人口が増加しており、理論編の結果

と一致した。

1990年前半まで人口増加に弾力的であった地
価が、1990年半ば以降は弾力的でなくなったこ
とには、1997年の建築基準法改正や都市計画法
改正など、土地利用に関する規制の変化が供給

側の要因として大きく影響した可能性が高いと

いえる。ただ、本稿では考えなかった需要側の

要因も、構造変化の理由として考えることがで

きる。例えば、共働き世帯や知的労働者が増加

したことで、通勤時間を短縮すべく効用関数が

変化したことが考えられる。実際、国土交通省

『令和元年版 土地白書』によると、子供あり・

子供なし世帯ともに住まいを選ぶ際に重視する

ものとして、通勤の利便性を⚑位に挙げている。
また他の可能性として、1990年半ば前後で、
人口分布が効用関数� ���に対して異なる外部性

を与えていたことが考えられる。集積が正の外

部性を持つ（規模の経済性が働く）ときは人口

増加に対して地代が弾力的になるが、集積が負

の外部性を持つ（混雑効果が働く）ときは人口

増加に対して地代が非弾力的になる。急激な人

口集中によって混雑効果が生じて規模の経済性

が失われれば、人口増加に弾力的であった地代

は弾力的ではなくなり、都心回帰型の人口分布

が生まれる可能性がある。

＊本稿をまとめるにあたっては、「住宅経済研究会」の
参加者からのコメントが有益であった。

注
⚑）わが国では通勤の金銭的コストは会社を負担して
いることも多いが、本モデルのアクセスコストは金
銭的コストだけでなく、時間費用（非金銭的なコス
ト）として考えることも可能である。

⚒）Sakanishi（2006）は、大阪圏の人口・通勤者数の
変化を分析し、鉄道需要の減少要因を明らかにした。

⚓）当該都市に住んでいない地主がすべての地代収入
を都市の外で消費するという仮定である。

⚔）この効用関数では、「相対的危険回避度」����
「代替の弾力性」が一定になる。

⚕）この結果は、パラメータ �がわずかな違いでも、
人口分布が変わることを示している。例えば、効用
関数⑼では � が2.1ならば郊外で、� が1.9ならば中
心部で大きく人口が増える。

⚖）建築基準法の改正では、廊下、階段、エレベータ
ーホール、バルコニーなどは容積率算出上の延床面
積に参入されなくなり、日影規制も緩和された。

⚗）市区町村が備える住民基本台帳に記録された住民
に係る毎年⚑月⚑日現在の人口および世帯数ならび
に調査期日の前年の⚑月⚑日から12月31日までの間
の人口動態について、整理・集計するものである。
なお、2014年調査から、調査期日を⚓月31日現在か
ら⚑月⚑日現在に、調査期間を⚔月⚑日～⚓月31日
から⚑月⚑日～12月31日に、それぞれ変更した。
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鉛の遺産 潜在的な鉛曝露への住宅購入者の反応に関する推定

Irwin, Nicholas B.（2020）ʠLegacies of Lead: Estiamting Home Buyer Response to Potential Lead
Exposure,ʡLand Economics, Vol 96(2), pp.171-187.

はじめに

アメリカでは2400万軒近い建物に劣化した鉛塗料
が使用されており、鉛塗料や粉塵によって400万人
もの子供への健康被害が報告されている。低レベル

の鉛曝露でさえ、子供には有害であり、精神的影響

や成長阻害、行動障害が懸念される。1996年に鉛塗
料の有害性が公表されるとともに原状回復が行なわ

れる法案(the Residential Lead-Based Paint Hazard
Reduction Acts）が成立した。
日本では家庭用塗料に鉛が含有されることはなく

なり、工業用塗料についても鉛を含有しない塗料へ

の転換が行なわれているなど鉛曝露リスクは低下傾

向にある。

しかしながら、世界的には鉛曝露による健康被害

はいまだ大きな問題である。鉛使用用途のうち、最

もシェアが大きい自動車バッテリーの違法なリサイ

クルが行なわれる低・中所得国では、今現在も鉛曝

露による血中鉛濃度は危険な水準で高いままである。

本稿で紹介する Irwin（2020）では、鉛塗料の健
康被害に関する情報開示と住宅購入者の反応につい

て分析することによって、鉛の健康被害というリス

ク認知と忌避意識を金銭評価することを目的として

いる。

鉛の危険性（背景）

鉛の危険性自体は古代ギリシャ時代から知られて

いたが、子供への有害性は1892年に初めて明らかに
された。当時は、幼少期の鉛曝露に関する長期的な

被害の可能性について、障害がみられたにもかかわ

らず、医学界ではほとんど認識されていなかった。

その後の研究で、ガソリンや塗料からの鉛の除去活

動によって全人口、特に子供の血中鉛濃度（blood
lead levels: BLLs）は低下した。しかし、塵やペン

キの劣化に由来する鉛曝露は今なお解決されていな

い。

子供たちの BLLsは一時期より低下しているが、
鉛曝露と認知・行動発達障害の関係は現代において

も社会的関心が向けられる。医学分野の研究では、

鉛曝露の影響によって、重大な知的障害、ADHD
や統合失調症の増加など、行動面での影響が指摘さ

れている。

メリーランド州では子供たちの半数以上は住宅塗

料が全国的に禁止される1978年以前の建物に住んで
いるとされる。州はこの子供たちの鉛中毒を問題視

した。1997年にメリーランド州保険精神衛生局に対
して、⚖歳未満の子供の BLLsの検査と両親・住宅
所有者への鉛中毒に関する教育を要請しただけでな

く、2000年の法整備によって、これらの危険とされ
る地域に住む12か月、24か月のすべての子供に対し
て BLLsの検査が義務付けられた。
2000年以降のメリーランド州の取り組みは公衆衛
生上では成功を収めたが、住宅市場への影響、特に

危険地域に指定されるという情報が住宅購入者へ与

える影響については、いまだ議論されていない。

Irwin（2020）では、2004年にこの取り組みが拡張
された影響を実証的に扱う。

鉛に関する経済学的研究は近年増加傾向にあり、

鉛の危険性に関する金銭評価に加えて、消費者の回

避行動についての研究、鉛曝露と将来の学術的成果

や身体的問題との関係性に関する研究などが行なわ

れてきている。

情報開示とリスク認知の形成要因、住宅価格の決

定要因との関係についての研究はすでに行なわれて

いる。しかし、これらの研究が対象とする自然災害

は大規模・突発的なものであるのに対して、Irwin
（2020)のように個人住宅を対象とした分析で、狭い
範囲の地域における汚染を対象とした研究は少ない。
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また、メリーランド州のようにブロック単位で危

険地域への指定が行なわれると、地理的な境界線を

挟んでリスクが異なっているように人々は認識する。

本来、距離の近さによって人々のリスク認知が形成

されるはずだが、このような情報開示の方法では境

界線を挟んで、リスク認知に大きな違いが起こりう

る。これまでの研究では十分に議論されていない、

この鉛曝露のリスク認知の違いを形成する情報開示

の役割について、本論文では焦点を当てている。

データ

これまでの研究では、住宅価格のデータとして

the American Housing Survey（AHS）を利用して
いるが、この家賃データは住宅所有者の自己申告で

あり、市場における取引価格ではないため、情報開

示と鉛曝露リスクに対する住宅購入者の反応にバイ

アスが生じる可能性がある。

それに対して、Irwin（2020）では CoreLogic 社
の住宅取引記録を用いて2001年-2010年の期間にお
ける住宅、区画に関するデータを収集している。メ

リーランド州最大の都市、ボルチモア郡に焦点を当

てることで学区の境界を分析に利用した。ボルチモ

ア郡は86の郵便番号を有し、2000年には25地区が、

2004年には35郡が鉛曝露危険地域に指定されている。
また、分析対象は戸建て住宅に限定され、売却価格

や売却日、住所、建築年などの情報が欠落している

ものや極端な外れ値は除外されている。

実証分析

差の差の差分析（Triple difference analysis）を
行なうため、分析対象を学区の境界から0.5マイル
圏内に限定するとともに、政策が実施された2004年
以降に建築された物件も除外している。

Irwin（2020）はヘドニックモデルを用いて住宅
所有者の鉛曝露リスクに対する支払い意思額を通じ

た住宅価格の変化を推定している1)。
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􀀫���� �􀀫�������� �

􀀫����� �􀀫���� �􀃗��� �

􀀫���� �􀃗􀀫�������� �􀃗��� �

􀀫���� �􀃗������ �􀃗��� �􀀫� ��� ⑴
ここで、住宅価格の対数値􀁬􀁮 � ���を従属変数にし

て、� �は住宅属性、� �は学区属性、��は年次固定

効果を表している。また、ARは危険地域に指定さ
れたか否かのダミー変数、Post04は政策が実施され
た2004年以降に売却された場合に⚑をとるダミー変
数、Oldは塗料が規制された1978年以降に建築され
たか否かのダミー変数となる。

この分析では学区の固定効果� �を取ることで、

学校の質や生活環境など、住宅の周辺環境（公共

財）の住宅価格への影響を取り除いている。特に、

鉛曝露による健康被害が懸念される子供を持つ親に

とって、学校の質が住居選択の大事な要因となり、

住宅価格に反映される。

主な推定結果

住宅価格への影響

表⚑の⚑列目は危険指定地域内に位置し、2004年
以降に売却され、国内で鉛塗料が規制される前に建

築された住宅を処置群としている。このような住宅

は2004年に危険地域として周知されることで住宅価
格が7.7％低下していて、これは金銭価値としてお
よそ⚒万1800ドルの損失を生むことになる。よって、
メリーランド州における鉛塗料の危険性に関する情
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図⚑ Difference in Difference分析対象

ボルチモア郡

N
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分析対象住宅

危険指定地区

高校学区境界線



報公開は住宅購入者のリスク認知に大きな影響を及

ぼしているといえる。

⚒列目は時間経過による効果の違いを考慮した分
析であり、情報公開が行なわれたのち、住宅が実際

に売却されるまでの年数を分けている。この結果か

ら、情報公開の影響が数年にわたり継続しているこ

とが明らかとなっている。情報公開の⚖年後の住宅
価格に対して、⚑年後（2004年⚗月から2005年⚘
月）に売却された住宅価格は6.7％低下、⚒～⚓年
後、⚔～⚕年後に売却された住宅はそれぞれ7.9％、
8.9％相対的に低下している。
このように年々住宅価格の下落幅が大きくなる理

由としては、ボルチモア郡では生後12か月、24か月
のすべての子供を BLLs検査の対象としていて、親
は検査を行なうまで鉛曝露の危険性を認知しないと

いうラグが発生している可能性が考えられる。

所得と人口への影響

次に、危険地域の指定によって近隣住民

の構成に与える影響を検証している。この

分析のため、住宅ローンの申請者単位で所

得、性別、人種、住所を年単位で記録して

いる、ʠHome Mortgage Disclosure Act
dataʡという住宅ローンに関するデータを
使用している。回帰式は以下の⑵式となる。

������� �� 􀀽��􀀫���� �􀀫������ �

􀀫���� �􀃗���� �􀀫����􀀫� ��

⑵
⑵式は �年の区画 �における所得、所得

分散、白人、またはマイノリティの住宅ロ

ーン申請者数を従属変数に用いている。こ

の分析結果が表⚒となる。鉛曝露の危険地
域に指定されることで該当区画に居住する

人々の所得には有意な影響を与えないが、

所得の分散には⚕％水準でプラスに有意な
結果が示されている。したがって、危険地

域に指定することで、該当地域の所得格差

が拡大している可能性が示唆される。また、

人種構成に関する⚓、⚔列目の結果をみる
と、白人の住宅ローン申請者数が減少する

一方で、マイノリティの申請者数には影響

を及ぼしていない。この点については、鉛

曝露の危険地域に指定することで人種構成や所得格

差の面で、近隣住民の構成を変化させうるという結

果から、危険地域指定によってある種の住宅購入者

がリスクを認知することによって押し出され、別の

属性の購入者を引き寄せていると解釈している。

頑健性に関する分析

Irwin(2020)では、鉛曝露の危険性を住宅購入者
が認知することで住宅価格が下落する効果をもたら

すことを議論している。この結果を強固にするため

に、いくつかの頑健性検定が行なわれている(表⚓）。
まず、主分析では同学区内の鉛曝露の危険性が明

らかになることで住宅購入者は別の地域に逃げると

想定していたが、同学区内の安全地域へ移動してい

ないかどうかを検証している。なぜなら、リスクを

認知した住宅購入者が子供の転校を嫌い、同学区内
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表⚑ 鉛曝露の危険地域指定による情報公開と住宅価格への影響

DDD
DDD

Year Decomposition

危険指定×2004年以降取引×1978
年以前建築

-0.0801** (0.0366)

危険指定×2004年以降取引×1978
年以前建築（ 1 年後取引）

-0.0689* (0.0411)

危険指定×2004年以降取引×1978
年以前建築（ 2 ～ 3 年後取引）

-0.0817* (0.0488)

危険指定×2004年以降取引×1978
年以前建築（ 4 ～ 5 年後取引）

-0.0932** (0.0384)

危険指定×2004年以降取引 0.0174 (0.0189) 0.0193 (0.0189)
2004年以降取引×1978年以前建築 0.0707** (0.0301) 0.0716** (0.0303)
危険指定×1978年以前建築 0.0486* (0.0257) 0.0496* (0.0257)
1978年以前建築 -0.200*** (0.0271) -0.200*** (0.0271)
危険指定 -0.0167 (0.0154) -0.0178 (0.0153)
2004年以降取引 -0.0319 (0.0642) -0.0316 (0.0641)

標本サイズ
決定係数

10261
0.629

10261
0.629

注）括弧内はロバスト標準誤差。***、**、*はそれぞれ有意水準⚑％、
⚕％、10％の水準で統計的に有意であることを示す。

表⚒ 近隣住民構成への影響

ln（所得） ln（所得分散）
白人住宅ローン
申請者数

マイノリティ住宅
ローン申請者数

危険指定×2004年
以降取引

0.0766
(0.0527)

0.389**
(0.188)

-0.163*
(0.0957)

-0.0833
(0.101)

危険指定
0.276***
(0.0422)

0.454***
(0.150)

0.254***
(0.0831)

-0.451***
(0.0867)

2004年以降取引
0.0105
(0.0164)

-0.138**
(0.0683)

0.0736**
(0.0327)

0.0357
(0.0457)

標本サイズ 1921 1921 1921 1921

決定係数 0.174 0.098 0.02 0.026

注）括弧内はロバスト標準誤差。***、**、*はそれぞれ有意水準⚑％、
⚕％、10％の水準で統計的に有意であることを示す。



に移動した場合には、価格効果の重複や波及効果が

生じ、上方バイアスや SUTVA 違反という問題が
生じる可能性があるからである。

この問題に関して、危険指定地域から地域外へ移

動したかどうかの二値モデルを用いて分析した結果

が⚑、⚒列目である。危険指定地域外への移動に関
する対数オッズ比は負に⚑％水準で有意である。し
たがって、すでに危険指定地域に暮らす住民は地域

外へ移動するとは考えにくいという結果が得られた。

次に、これまでの議論では、鉛曝露の危険性につ

いての情報開示の効果を議論していたが、住民が地

域外へ移動することで住宅供給量が増加し、住宅価

格が下落した可能性を検証した結果が⚓列目である。
この点に関して、郵便番号別の年間住宅売却数の対

数を従属変数にして回帰を行なっているが、統計的

に有意な結果は得られなかった。したがって、危険

指定地域内外で住宅売却数に違いがあるとは言い難

いことが示された。

最後にプラセボテストを行なった結果が表⚓の⚔
から⚖列目である。⚔列目では、危険地域指定を本
来政策が行なわれなかった2002年に実施した場合を
仮想している。結果は有意ではなく、危険指定地域

のトレンド効果ではないと考えられる。⚕列目は
1978年以前に建築された住宅にサンプルを限定した
分析である。差の差分析（Difference in Differ-
ences）を行なった結果、⚕％水準でマイナスであ

り、鉛曝露の危険地域に指定されること自

体の効果が有意に示された。⚖列目は、
2000年に実施された鉛曝露の危険地域への
指定の効果を検証している。2000年時点の
情報開示効果が波及効果を持つのであれば、

分析結果はバイアスを持つ可能性がある。

これを検証するため、2000年時点で鉛曝露
の危険地域に指定された郵便番号と隣接す

るとき⚑を取るダミー変数を追加している。
このダミー変数はプラスに有意かつ、本来

の情報公開の住宅価格下落効果は残ってい

る。この点については、2000年時点に危険
地域に指定されたダミーは市内に近いとい

う選好を代替していると説明している。

結論

本稿で紹介した Irwin（2020）は、住宅取引デー
タを用いて、鉛による土壌汚染のリスク認知と住宅

価格の関係性を検証している。1978年に鉛塗料が禁
止された事実を使い、Triple Differenceによって情
報開示効果や地域の近隣住民構成への影響を検証し、

丁寧に環境政策や保健政策が住宅市場に影響を及ぼ

しうることを検証している点が本論文の貢献である。

また、本分析では2004年に行なわれた鉛曝露リス
クに関する危険地域指定を情報開示効果として用い

ているが、2016年にはメリーランド州全体で血中鉛
検査の要件が更新され、「2015年⚑月⚑日以降に生
まれた、すべて子供に鉛曝露のリスクがある」とさ

れた。したがって、これまで、すべての子供を対象

とした検査はボルチモア郡のみであったが、検査対

象の拡大に伴い、住宅価格への効果も変化している

ことが予想される。

注
⚑）パネルデータのヘドニックモデルでは、政策の前後
で価格関数が同じであるという仮定を満たさない場合
にはバイアスが生じる可能性がある。この論文では、
価格関数や支払い意思額の変化を通じた住宅価格の動
きであることに留意されたい。

野村 魁
東北大学経済学研究科博士研究員
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表⚓ 頑健性検定

危険指定地
域から移動

危険指定地
域から移動

ln（年間住
宅売却数）

ln（価格） ln（価格） ln（価格）

危険指定地域外
へ移動

-6.109***
(1.167)

-6.173***
(0.752)

危険指定地域
-0.102
(0.508)

プラセボ　DDD
-0.0161
(0.0201)

危険指定地域×
2004年以降取引

-0.0563**
()0.0281)

2000年危険指定
地域隣接

0.154***
(0.0207)

危険指定×2004
年以降取引×
1978年以前建築

-0.0813**
(0.0343)

標本サイズ 4924 52367 4832 10261 5804 10261

決定係数 － － 0.385 0.624 0.591 0.631

注）括弧内はロバスト標準誤差。***、**、*はそれぞれ有意水準⚑％、
⚕％、10％の水準で統計的に有意であることを示す。



センターだより
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米国メジャーリーグ（MLB）は
選手らのプレーを放映するだけでな
く、打球速度等の詳細なデータも速
報し、野球ファンを楽しませてくれ
る。この他MLBではセイバーメト
リクスと呼ばれるさまざまな統計的
指標を用いた選手評価や戦略構築が
長年定着している。
一方、日本プロ野球（NPB）に

おけるセイバーメトリクスの開拓的
論考といえば鳩山由紀夫元首相が
『オペレーションズ・リサーチ』誌
に寄稿した「野球の OR」だろう。
特筆すべきはこの論文が1979年に書

かれた事実である。日本でも40年前
からセイバーメトリクスが普及する
可能性があったわけだが、当時では
手法が目新しすぎたか（あるいは別
の事情があったのか）NPB に統計
的手法が広く導入されたのは後年に
なってからのようである。
日米野球産業の市場規模を比較し

ても彼我の差は歴然としている。デ
ータや分析技術が揃っても、それら
をサービスや意思決定に生かす組織
の土壌がなければ宝の持ち腐れであ
る。 (Ｍ・Ｋ)

編集後記

◉調査報告書のご案内

『災害リスクと地価のパネルデー
タ分析』
令和⚓年⚖月
「調査研究リポート」No.19325
定価：3600円(本体3273円)

近年、首都圏およびその周辺の
地震リスクが顕在化してきている。
地震調査委員会（2004）によると、
南関東地域でマグニチュード⚗ク
ラスの地震が発生する確率は、今
後30年間で70％と言われており、
都市における防災整備は喫緊の課
題となっている。
東京都には、政治、行政、経済
の中枢を担う機関が集中しており、
それらがすべて機能不全となれば
大混乱となり、政府の災害対策が
遅れれば、多くの人命が失われる。
そこで、東京都は2012年より「木
密地域不燃化10年プロジェクト」
を進めており、一定の成果を上げ

ている。具体的には、都市計画道
路整備、老朽木造住宅の建替え促
進等により、積年の課題であった
木造住宅密集地域の解消が進捗す
るなど、めざましい安全性の向上
がみられる。また、東京オリンピ
ック関連の再開発事業が進むなど、
さまざまな都市インフラ整備が急
速に進んでいる。
一方で、それらの公共投資がど
れだけ効率的であるのかといった
検証は行なわれてきていない。近
年の社会経済構造は急速に変化し
てきており、限られた予算・資源
のもと効率的な政策を立案・実施
することが求められている。政府
の「経済財政運営と改革の基本方
針 2020」に お い て も、EBPM
（Evidence-Based Policy Making）
の推進について記載されるなど、
データに基づく政策立案が重要視
されてきているが、急速に進む都
市防災整備に係る施策の評価は、
これまで積極的に行なわれていない。
そこで、本研究では、はじめに

首都圏を主な被害想定地域とする
巨大地震の発生確率や被害想定、
および政府による近年の巨大地震
対策について既存文献資料を基に
整理を行なった。続いて、東京都
が⚕年おきに公表している地域危
険度および国土交通省が公表して
いる密集市街地のデータと、地価
公示価格のデータを用いて、都市
防災整備の社会的便益の推定を試
みた。また、地理空間情報に関す
るデータの入手が容易になったこ
とや、地理情報システムの発展に
よって近年注目を集める空間計量
経済学のモデルを用いることで、
従来では推定が困難であったイン
フラ整備の波及効果の推定も試み
ている。その結果、密集市街地が
すべて解消された場合の便益を推
計すると、約1210億円～1410億円
の便益が発生することが明らかに
なった。
本研究が防災インフラに携わる
政策立案者や、都市住宅分野の研
究者の参考になれば幸いである。

編集委員
委員長 山鹿久木
委員 瀬下博之

直井道生
原野 啓

季刊 住宅土地経済
2021年夏季号（第121号）
2021年⚗月⚑日 発行
定価 786円［本体715円］送料別
年間購読料 3146円[本体2860円]送料込
編集・発行 公益財団法人

日本住宅総合センター
東京都千代田区二番町6-3
二番町三協ビル5階
〒102-0084
電話：03-3264-5901
http://www.hrf.or.jp

編集協力 堀岡編集事務所
印刷 精文堂印刷㈱
本誌掲載記事の無断複写・転載を禁じます。


